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日本における民間部門の研究開発戦略と市場参入の相互関係
―― 1970年以降の長期変動のマトリクス分析――
堀 内 俊 洋?
は じ め に
本稿は1970年以降2000年までの30年間にお
ける日本の民間部門の研究開発（以下，R&D）
の構造的な特徴と変化を分析したものである。民
間部門を産業別に分割すると同時に，それを市場
別に再構成したR&D支出のマトリクスデータを
用いる。以下，この支出行列を「R&D戦略・参
入行列」とよぶことにする。行の数に相当する産
業の数は25，一方の列の数に相当する市場の数
は31である。具体的な調査対象は，総務省の
『科学技術研究調査報告』である⑴。本稿の目的
を言い換えると，民間企業のR&D戦略とR&D
を通じた市場参入の相互連関的な実態研究である。
本稿は既存研究と比べると，R&Dが日本トータ
ルで産業組織的にどのようなインパクトを持ち，
また変動してきているかと言う，マクロ意識をも
ったミクロの整合的実証研究であるという点に特
徴がある⑵。
1970年から2000年までの期間は日本経済に大
きな変化があった時期である。この期間の初めに
戦後の高度経済成長が終焉し，その後，２度の石
油ショックを挟む経済調整と転換時期，その後の
R&Dブームと国際化という経済構造調整の時期，
それと重なる80年代の比較的に良好な安定成長
時期，その後のバブル経済時期，さらに90年代
以降の経済低迷時期，という特徴的な時代が含ま
れている。
このような大きな経済構造変化があった期間に
おいても企業，とくに製造業企業を中心にほぼ一
貫してR&Dを優先的な経営課題にしてきたと見
られる。その背景には，既存市場における独自技
術の維持発展による競争力強化，そして一方で関
連分野あるいは成長新分野におけるR&D参入が
あった。このような意味で，この日本経済の大き
な変動期間における民間部門のR&D戦略を総合
的に考察する意義がある。1970年から2000年の
30年間の長期期間を本稿の対象期間としたのは
このような理由からである。
日本全体の民間部門のR&D支出合計は，この
期間に約22倍にまで増加した⑶。集計マクロレ
ベルでみたこのR&D拡大は同時に，産業別およ
び市場別セミミクロで大きな構造変化を伴ってい
た。その実態と変化を以下のような方法で順次解
明していく。これまでの既存分析はR&D戦略・
参入行列の行和（産業）と列和（製品）から概観
するケースがほとんどであるか，あるいはその両
者（産業と市場）の関係に注目したとしても，特
定の産業，たとえば，電子産業や医薬品産業とい
った個別的な産業分析に終始している場合が大半
である。日本の民間部門トータルとしてのR&D
活動，なかんずく，その戦略と参入の全体構図は
これでは捉えきらないのはいうまでもない。
市場に相当する列の選択あるいは自分野への集
中を決定する際，それぞれの市場でライバル企業
がどのような決定をするか，自産業の市場に他産
業からどのような参入が予想されるか，同様に他
市場でどのような参入競争が予想されるか，とい
った戦略・参入の日本経済全体の構図における自
らの位置付けをしなければならないからである。
本稿はこれを日本全体のR&D産業組織構造と捉
えるのである。
日本の民間部門のR&Dは主要大企業に集中し
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ている。大企業は日本全体で高々数千と見られ，
大半の大手企業は産業の範疇を超えて行動し，相
互に相手の戦略や研究資源などを十分に正しい精
度で推測可能である。民間のR&D支出はそのよ
うなすべての市場環境を捉えた全体構図に基づい
て決定されたものであると言うのが本稿の基本的
な想定である。そして，これこそが日本の民間部
門R&Dにおける戦略と参入の相互作用の全容と
ならなければならないのである。以下，本稿では
次のようなステップでこの目的のためにデータ分
析を行っている。
第１章では，R&D戦略・参入行列の行和およ
び列和に相当する産業別および市場別のR&D支
出合計でみたR&D拡大の過程を比較する。
第２章では，これを産業組織論のアイデアと手
法を用いて発展させる。産業組織とは，それぞれ
の産業における既存企業および潜在的参入企業の
間の競争と協調の関係である。それを総称的に捉
える最も簡便でまた理論的および実証的な観点か
らも妥当と思われる指標がそれぞれの産業におけ
る集中度であるハーフィンダール指数（I-HI）で
ある。本稿ではこの指数を用いる。これは産業別
のR&D多角化指数とも言える。I-HIの産業間
比較，および個々の長期的な推移を考察する。
第３章は，これと同様な作業を列ごとに行った
市場別の集中度であるハーフィンダール指数（P-
HI）である。製品間の比較，および，長期的な
推移を考察する。製品別のこの指数は，まさに
R&Dから見た市場集中度そのものといえる。
しかし，これら第２章および第３章のいずれの
集中度も個別的で，いまだ日本全体としての集計
がされていない。問題は，全体的競争を想定した
時このような多くの集中度指数をどのようにして
集計し，日本の民間部門におけるR&D戦略・参
入の全体像を表す指標を作成するかと言う点であ
る。それも経済的な意味を持ち，かつ集計の簡便
さも必要である。
第４章では，これをある仮説の下で算出した結
果をまず示し，いわば問題点を提起する。新しく
作成される指標とは，第１は，産業別の I-HIを，
産業ごとのR&D支出総額の全産業のそれに占め
る構成比で加重平均したものである。第２は同様
に，製品別のP-HIを，製品別のR&D支出総額
の全市場のそれに占める構成比で加重平均したも
のである。いずれも，産業および製品（市場）の
観点から，日本の民間部門のR&D活動を総体的
に見たときの実態と変動を捉えようとする意図で
ある。
第５章では，この集計的な加重平均HIの産業
別構成をまず分析する。産業別R&D支出総額で
加重平均された集計産業ハーフィンダール指数
（W-I-HI）は30年間にわたってほぼ安定的に推
移するが，その要因を考察する。
第６章では，次に，製品別R&D支出総額で加
重平均された集計製品ハーフィンダール指数
（W-P-HI）について同様な分析を行う。このW-
P-HIは，30年間にわたって大きく傾向的に低下
した。言い換えると，それぞれの市場によって一
様ではないものの，総体として日本の産業組織は，
R&Dという動学的な行動からは，この30年間
に一貫して競争的になってきたと言えるのである。
それをいくつかの主要企業の実例をみながら詳細
に考察する。
第７章では，この２つの集計加重平均HIを構
成する産業および製品の各要素の間の関係を考察
する。実態議論を踏まえた数値例のR&D戦略・
参入行列を用い，個々の産業レベルと個々の市場
レベルの行動を総合した考察を行う。
第８章は以上の議論の要約と結論であるが，本
稿でまだ議論し尽くされていない諸問題も提示す
る。
1. R&D 変化の概観
1.1. 調査対象とR&Dのマクロ拡大
調査対象の情報源は総務省の『科学技術研究調
査報告』である。この調査の発祥は古く，1953
年の『研究機関基本調査』が前進で，1960年か
ら現在の姿に変わった。報告書の表題が示すよう
に，調査対象は民間企業に限定されず，政府の専
門研究機関や大学などの非営利部門も含むが，本
稿では，その目的に合わせて，民間企業に対象を
限定している。
繰り返すと，本稿の目的とは，民間企業のR&
D戦略とR&Dを通じた市場参入の総体的な実態
研究であった。つまり，R&Dという戦略行動に
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よる競争力の向上と市場参入の事実関係を明らか
にすることであった。政府部門の研究活動は民間
部門の行動を誘導するだろうが，一般的な議論と
してここに言及する以外はその政策論には立ち入
らない⑷。
なお，この報告は，大企業だけでなく中小企業
のR&D活動も調査の対象とする。大企業につい
ては悉皆調査を原則とし，中小企業については，
標本調査で，調査対象全体の推計を報告している。
このような原則ではあるが，調査項目によって，
調査のカバーする範囲は若干異なっている。
本稿で対象とする企業のR&D戦略行動の調査
対象企業は，企業規模の大きな層に限定される⑸。
1970年調査では資本金10億円以上の企業が対象
である。したがって，同年ではすべての対象企業
に対して調査がされた。翌年の1971年以降にな
ると，この「R&D戦略・市場参入」調査対象は
資本金１億円以上の中堅企業にまで拡大され，一
部には標本調査の結果も含むことになる。
調査対象となった企業の範囲をいま少し詳細に
示しておこう。企業規模は資本金で捉えられ，そ
の規模が調査対象に含まれるか否かを判断する基
準となる。資本金10億円以上についてはすでに
述べたように悉皆調査である。資本金1000万円
以上で10億円未満でも毎年実施される調査で前
年に研究来開発実績があった企業については悉皆
調査，実績が無かった企業については資本金規模
と産業分野に応じた抽出率で標本調査となる。
『1970年報告書』の例では次のようになる。調
査は1970年に実施され，資本金などのデータは
同年４月１日時点のものである。年間のR&D支
出などのデータは，調査時点の４月１日前の直近
の決算日から遡る１年間の実績に基づいている。
本稿で考察する「R&D戦略・市場参入」に該当
する企業数は718社であった。全体の718社のう
ち，『同報告』の定義する製品分類で２つ以上の
市場のR&Dを実施していた企業数は，257社
（36％）であった。年間のR&D支出金額は，
4666億円であった。
2000年の例では次のようになる。この年は資
本金１億円以上の企業についての調査であるが，
対象企業数は5219社，２つ以上の分野でR&D
を実施した企業数は1117社（21％），R&D支出
総額は10兆109億円であった⑹。
30年間の全体としての増加は，企業総数で約
7.2倍に過ぎないが，支出総額は21.5倍に達し
た。一方，R&Dの多角化をこの複数分野実施企
業数としてみると，むしろこの30年間に36％か
ら21％に減少している。これは調査対象を大規
模企業から中堅まで拡大する調査方針変化の影響
を一部は受けているかもしれない。
調査対象が資本金１億円以上まで拡大された
1971年で見ると，この複数分野進出企業数は，
同年の該当企業総数2550社のうち，約22.4％の
571社であった。この比率を仮に多角化率と呼び，
1972年以降，毎年の推移を見ると，ある程度の
変動を見せている。30％を超えた年は1998年の
32.9％だけで，20％台の前半が主であった。
しかし，本稿では，比較の開始時期を1970年
とする。その理由は，1971年以降に仮に変更し
たとすればその間に調査範囲は統計的には変わっ
てはいないものの，この30年近い期間における
インフレによって資本金10億円の実質的な意味
は大きく異なっているからである。しかしこれだ
けでなく，より本質的な理由として，以下で示す
ように，「R&D戦略・市場参入」の総合的な指
標から見ると，1970年から71年に移行し対象を
拡大させてもほとんど変化は無く，この「R&D
戦略・市場参入」の分析が可能となる最初の年が
1970年であることも，調査対象機関を1970年か
らとした大きな理由である⑺。
ところで，言うまでもないが，企業の経営戦略
のレベルでは多角化も市場参入も，統計的には産
業や市場分類の定義に左右される。分類いかんで
は，既存市場におけるR&Dとなったり，あるい
は新規市場でのR&Dであったりする。ここで，
本稿が利用する統計での産業と市場の分類を表１
から確認しておこう。1970年の産業分類は，農
林水産業から始まり運輸・通信・公益産業まで合
計で25である。1985年からはプラスチック産業
がその他製造業から分離独立，さらに1997年か
らはその他産業からソフトウエア産業が分離独立
し，97年時点合計で27となった⑻。製品あるい
は市場分類は，ほぼこの産業分類に対応している
が，若干多く，全体で31である。この製品分類
は2000年まで一貫して採用されている。
本稿で用いるデータは，したがって，たとえば，
1970年では行が25（産業の分類数に相当），列が
早稻田政治經濟學 誌 No.360，2005年7月，19-55
31（製品分類数に相当）の行列で表現されるわけ
である。行列の i行 j列の要素は，ある産業 iが
ある製品（市場）jのために１年間にどれだけの
R&D支出を行ったかを示したものとなる。
1.2. 産業別にみたR&Dの構成変化
日本全体の民間部門のR&D支出合計は，2000
年には1970年の約22倍の12兆円あまりまで増
加した。この増加テンポは，日本経済のGNP成
長をはるかに上回る速さであるが，そればかりだ
けでなく内部で大きな変化がこの間に生じている。
第１に，全体の増加テンポを上回る速さで増加
した産業と，一方で全体よりもはるかに低い増加
テンポの産業もあった。前者のR&D積極産業の
典型は，出版印刷産業（PPU，以下，大文字で
産業を示し，対応する市場を小文字で示す），金
属産業（MET），精密機械産業（PRM），運輸通
信産業など（TCP）である。一方で，比較的に
R&D消極的な産業は，鉱業（MIN），総合化学
産業（CHM），石油産業（PET），鉄鋼産業
（IRN）である。これらは表２と図１にまとめて
表示される。
第２に，日本全体のR&Dに占める割合は
2000年で見ると，高い順に，電子産業（ELE），
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自動車産業（AMB），電気機械産業（EME），一
般機械産業（MCN），医薬品産業（PHM），と
なる。1970年を見ると，電子産業（ELE），化学
産業（CHM），電気機械産業（EME），自動車産
業（AMB），一般機械産業（MCN）の順となる。
医薬品産業の割合はまだ５％程度であった。電子
産業の割合は常に上位を占めてきたが，割合の変
動は大きかった。それに比べると，自動車産業は
同様に上位を占めてきたが，変動は小さく，日本
全体のR&D増加テンポを若干上回る速さで着実
に拡大してきた。
R&Dが急増した産業でも，2000年時点ではま
だR&D上位産業に達していないものがほとんど
である。出版印刷産業（PPU），金 属 産 業
（MET），精密機械産業（PRM），運輸通信産業
など（TCP）の内，運輸通信産業のみが2000年
で5.9％に達し，産業別R&Dの構成比で第６位
にまで上昇した。
第３に要約的に30年間の産業比較から言える
事は，自動車産業の安定的なR&D戦略である。
言うまでも無いが，R&Dは企業の製品競争力を
高め，企業成長を促進させる事が目的であるとす
れば，自動車産業のR&D戦略は成功を収めてき
たと言えるだろう⑼。
以下，個別的に見ると，2000年のR&Dの産
業別構成比が１％以下の産業の典型は農林水産業
（AGR）であるが，構成比は農林水産業よりは高
く１％台の鉱産業（MIN），繊維産業（TXT），
早稻田政治經濟學 誌 No.360，2005年7月，19-55
石油産業（PET）に比べると，日本全体のR&D
増加テンポとほぼ歩調を合わせてきた。この後者
群の拡大テンポははるかに低かった。金属産業
（MET）は2000年で構成比は１％以下であるが，
30年間の増加テンポは産業別で第４位であった。
このように急増したとはいえ，その絶対水準は依
然として低い産業もある。
以上，表２と図１をベースに30年間の増加率
と2000年時点の構成割合の水準も含めて総合的
にみると，日本の産業別R&Dの実態は次のよう
に８つに大別できる。
第１群：絶対的にも変化で見ても最上位産業
―→精密機械産業，運輸通信産業
第２群：絶対的には下位だが増加率は最上位
の産業
―→印刷出版産業，金属産業
第３群：絶対的には上位で増加率も上位の産
業
―→電子産業，医薬品産業
第４群：絶対的には下位だが増加率は中位の
産業
―→その他製造業，ゴム産業，その
他化学産業，建設産業，
第５群：絶対的には上位で増加率は中位以下
の産業
―→自動車産業，一般機械産業
第６群：絶対的には下位で増加率は中位以下
の産業
―→農林水産業，窯業，その他輸送
機械産業，
第７群：絶対的には上位だが平均以下の増加
率の産業
―→電気機械産業，総合化学産業
第８群：絶対的には下位で平均以下の増加率
の産業
―→食品産業，紙パルプ産業，繊維
産業，非鉄金属産業，石油産業，
鉄鋼業，鉱業
1.3. 製品別にみたR&Dの構成変化
次に，行列の列に相当する製品（市場）別の構
成比の実態と変化の傾向を概観することにしよう。
製品あるいは市場の分類数は30年間にわたって
常に31に固定されてきた。その総数は産業分割
の総数よりも多いので，ある産業の主要製品は複
数製品（市場）に分けられている事になる。統計
の定義に必ずしも厳密に対応しないが，産業と市
場との関係を近似的に示したのが表１であった。
これによると総合化学産業（CHM）には２つ
の市場，総合化学製品市場（che）と化学繊維市
場（chf）とが対応し，電気機械産業にも２つの
市場，家庭電器製品市場（eme1）とその他電気
機械器具市場（eme2）が対応する。その他輸送
機械産業には４つの市場，船舶市場（tros,），航
空機市場（troa），鉄道車両市場（tror），その他
輸送機械市場（troo）が対応する。市場分類では
その他製造品市場（mao）に一括されているが，
産業としては1985年以降，その他製造品市場
（MAO）とプラスチック製品市場（PLS）の２
つに分割されている。同様に，その他産業製品市
場も1997年以降は，ソフトウエア製品（sft）が
分離独立する形で２分割されている。
全産業のR&D支出の合計は言うまでもないが
全市場（製品）のR&D合計と一致する。日本の
30年間のR&D支出の増大とは，産業レベルの
ことでもあり，また製品レベルの事でもある。30
年間を通してみた時，倍率で最も大きく増大した
R&D分野はその他製造業製品（mao）であった。
表３と図２は製品別のR&D拡大の比較を示すが，
堀内俊洋：日本における民間部門の研究開発戦略と市場参入の相互関係
30年間に総額で22倍以上に増加した。以下，い
くつか特徴をあげておこう。
第１に，1970年時点でのR&Dの市場製品構
成，言い換えると企業のR&Dを通じた参入市場
の構成を見ると，上位は順に電子市場（ele），総
合化学市場（che），自動車市場（amb），家庭電
気機械市場（eme1），一般機械市場（mcn），医
薬品市場（phm）であった。その上位構成は
2000年では順に，電子市場（ele），自動車市場
（amb），医薬品市場（phm），一般機械市場
（mcn），その他電気機械市場（eme2），家庭電
気機械市場（eme1）となった。
第２に，総合化学市場が上位から消えたことが
象徴的である。その一方で，電子市場は30年間
を通じて第１位を維持しただけでなく，構成比を
大きく高めた。表３に見るように，1970年時点
の市場別構成比は15.3％であったが，2000年に
は33.6％までほぼ倍増した。それを他の産業と
比較する形で示したのが図２であった。電子市場
のR&D拡大率ランキングは第３位ではあるが，
ランキング上位を占めるその他製造業市場やその
他産業市場に比べると構成比は10倍以上も大き
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い。そのような大きなR&D規模を維持し，30
年間にわたって製品別R&Dでトップであった。
R&D市場構成を企業の市場行動としてみると，
R&Dという戦略手段を通じた市場参入の実像で
ある。
このように見ると，第３に，30年間にわたっ
た電子市場のトップ維持は，既存企業のみならず
多くの産業（つまり，電子産業以外の企業から）
の戦略的な参入が相次いだと言う事になる。また，
その他製造業市場やその他産業にも，他分野から
の参入が多かったと言う事になる。
第４に，市場別にみたR&D拡大が平均以下の
市場は，表２でも見られるように，繊維製品市場
（txt），総合化学製品市場（che）化学繊維市場
（chf），石油製品市場（pet），鉄鋼市場（irn），
非鉄金属市場（nfm），船舶市場（tros）であっ
た。
産業別のR&Dの推移と現状から産業をグルー
プ分けしたように，2000年の時点で日本の30年
間の市場別R&Dを比較すると次のように８つに
大別できる。
第１群：絶対的にも変化で見ても最上位産業
―→エレクトロニクス（ele），医薬
品（phm），自動車（amb），建
設（cst）
第２群：絶対的には下位だが増加率は最上位
の産業
―→その他製造業製品（mao），そ
の他製品（msn），印刷出版
（ppu），航空機（troa），精密
機械（prm）
第３群：絶対的には上位で増加率も上位の産
業
―→その他化学品（cho），一般電
気機械器具（eme2）
第４群：絶対的には下位だが増加率は中位の
産業
―→その他輸送機械（troo），ゴム
（rub），電気ガス（eag），金属
（met），食品（fod）
第５群：絶対的には上位で増加率は中位以下
の産業
―→一般機械（mcn）
第６群：絶対的には下位で増加率は中位以下
の産業
―→農林水産業製品（agr），紙パル
プ（pap），油脂塗料（opt），
鉄道車両（tror），窯業製品
（crm）
第７群：絶対的には上位だが平均以下の増加
率の産業
―→総合化学製品（che）
第８群：絶対的には下位で平均以下の増加率
の産業
―→鉱業製品（min），家庭電気製
品（eme1），非 鉄 金 属 製 品
（nfm），石油製品（pet），繊維
製品（txt），鉄鋼（irn），船舶
（tros），化学繊維製品（chf）
以上の２つの整理を数学的に表現すると，それ
ぞれ「R&D戦略・参入」行列の行和（産業）と
列和（製品）から概観したことになる。戦略・参
入の内容はもちろんこれだけでは捉えきれない。
たとえば，ある産業（つまりそこに分類された企
業）がR&D支出の配分を決定する場合，その戦
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略は，どの製品のR&Dを行うか（列の選択に相
当），あるいは自分野に集中させるか（対角項の
大きさに相当），を決定する事にある。
したがって，以上のデータ整理はあくまでもま
だ第一段階のものである。戦略と参入の相互作用
の分析を行うためには，戦略と参入を巡る事実関
係を総合化しなければならない。次節以降，順次，
この問題に接近する事になる。
2. R&D 多角化戦略の概観
2.1. 行 動 仮 説
産業・市場別の拡大比較はすでに前章で展望し
た。以下では，それぞれの産業のR&D支出拡大
よりも多角化あるいは逆に集中化の実態を考察す
る。その際の仮説は以下の３つである?。
第１に，高い産業集中度（たとえば出荷や生産
など）は，その産業の相対的に高い収益期待を意
味し，そのためにR&D支出の投資効果が高いと
期待される。そのために他の市場分野にR&D支
出を配分するよりも，自分野に集中する事の相対
的な有利性が高いとみなせ，個別産業のR&D集
中度（O-I-HI）が高くなると予想できる。
第２に，次のようなケースから第２の仮説の狙
いをまずみよう。収益性が高いと思われる市場に
新たに参入するために，新製品開発のR&D支出
を計画する異業種の企業があったと想定しよう。
その参入先の産業の集中度はすでに高く，R&D
についても既存企業が他産業と比較して集中的に
R&D資源を配分しているだろう。このような
R&D配分が日本全体として存在すると，他産業
からのR&D参入は抑制され，結果的に，その市
場のR&D集中度は高くなると予想できるのであ
る。つまり，第２の仮説は，産業レベルの高い
R&D集中度は，一方で該当する製品（あるいは
市場）での高い集中度も含意しているとみなせる
というものである。
第３に，1970年時点で多角化が遅れている産
業ほど，その後の長期的な期間で多角化を促進さ
せる，という動学的な調整仮説である。つまり，
多角化を急速に進めるコストが大きいと言う考え
である。逆に集中化が進んでいる産業ほど，多角
化を促進させる，という仮説に置き換えることも
出来る。
2.2. 1970年の多角化実態
それぞれの産業の多角化指数が1970年におい
てどのような水準であったかを概観しよう。表４
が産業別のそれらを示したものであるが，同表に
は30年間の変化も概観している。30年間の変化
については，1970年の実態と関連させて議論す
べきと思われるときに限って言及する。
まず1970年時点で多角化がほとんど進んでい
なかった産業の典型は，農林水産業，ゴム産業，
自動車産業の３つであった。％値構成のHIの最
大値は定義的に10000だが，農林水産業のそれは
まさにこの10000であった。ゴム産業のそれは
9000以上であった。１つの分野に仮に95％集中
させると，HIはそれだけで9025となるので，
まさにゴム産業はそのような状態であった。自動
車産業も90％以上のR&D支出を自動車市場に
配分していた。自動車産業やゴム産業での高い産
業集中度ゆえに，R&D多角化が進まなかったた
めと思われる。農林水産業は，これら産業に比べ
ると，R&D多角化そのものを進める技術的な潜
在能力が低かった事をも反映していると考えられ
る?。したがって，上で提示した３つの仮説は，
あくまでもR&D多角化能力があると言う前提で
のものと言える?。
そして，自動車市場には，このような自動車産
業における高い産業集中度のために他産業からの
参入が抑制され，結果的に自動車市場のR&D集
中度が高くなるという傾向が見られるのである。
これが第２の仮説に相当する。
第２の仮説の否定ケースとして，低位集中度の
産業ほど，R&D支出集中度は低く，同様にそれ
と共に市場集中度も低くなる，という場合を想定
する事は出来るだろうか。この点を考察してみよ
う。
まず低位集中度の産業ほどその産業における現
実利益率が低いとすると，新たな分野に進出する
誘引が結果的に高くなる。言い換えると，R&D
集中度が低くなる。しかし，新たな分野に進出す
るために必要な研究資源と言う点では，これまで
の低い利益率のために，十分に多角化を実現でき
る経営資源を有しているとは必ずしも言えない。
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つまり，R&D多角化を推進出来るとは必ずしも
言えない。この場合，多角化は抑制される。この
ように推論すると，第２の仮説の否定は成立せず，
その産業組織の通常の意味における生産や利益あ
るいは資本などの低い集中度と低いR&D支出集
中度は対応していないのである。たとえば，1970
年でR&D支出集中度の（相対的に）低い産業と
してあげた鉱業や電気機械産業，またHI指数
3000台の食品産業，繊維産業，その他輸送機械
産業，などはそれぞれの産業組織は高位集中の場
合もあれば低位集中の場合もあるのである。
多角化が進んでいた（HI指数で3000以下）
産業のそれは，鉱業と電気機械産業である。鉱業
が多角化進出する主要な産業分野は非鉄金属であ
り，自分野向けのR&D支出よりもむしろ非鉄金
属向けの方が２倍以上もあった。次いで多かった
のが石油産業である。電気機械産業の多角化分野
は，エレクトロニクスと周辺の電気機械製品およ
び一般機械であった。電気機械産業の高い多角化
は，上述の自動車産業とは異なりこの産業におけ
る低い産業集中度と対応している。
HI指数3000台の産業は産業分類順で，食品
産業，繊維産業，その他輸送機械産業の３つであ
った。食品産業の主な進出分野は医薬品市場であ
った。繊維産業では化学繊維であったが，このケ
ースはまさに産業分類の影響を受けているとみら
れる。化学繊維企業の多くは繊維製品のメーカー
とも言えるからである。その他輸送機械産業の主
な進出分野は一般機械であり，自分野における
R&D支出よりもむしろ多いくらいであった。
表４で見るように，R&D戦略が集中的でもな
くまた多角化でもない，両者の中間的（HI数値
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で4000前後から6000前後まで）な産業としては，
建設，紙パルプ，印刷出版，一般化学，油脂塗料，
石油製品，窯業，鉄鋼，非鉄金属，金属，一般機
械，電子製品，精密機械，その他製造業，などで
ある。
1970年においてR&D多角化がどのような分
野に向けられていたかを見てみよう。主な進出分
野は市場分類順に次のようになる。2000年のそ
れを括弧内に示し，すでに述べたケースも含めて
列挙しよう。この年には他分野向けのR&D支出
をしていなかった農林水産業は2000年には（食
品），鉱業は非鉄金属（電子製品），建設は一般機
械（一般機械），食品は医薬品（医薬品），繊維は
化学繊維（医薬品），紙パルプはその他化学製品
（その他化学製品），印刷出版はその他化学製品
（電子製品），総合化学は医薬品（その他化学製
品），油脂塗料は化学繊維（その他化学製品），医
薬品は食品（その他化学製品），その他化学は医
薬品（その他電気機械），石油製品は総合化学製
品（その他化学製品），ゴム産業はその他化学製
品（その他製造業製品），窯業は一般化学製品
（電子製品），鉄鋼は一般機械（一般機械），非鉄
金属はその他製造業製品（一般機械），金属産業
は一般化学製品（その他製品），一般機械は自動
車（自動車），電気機械は電子製品（電子製品），
電子産業は家庭電気機械（家庭電気機械），自動
車は一般機械（一般機械），その他輸送機械は一
般機械（一般機械），精密機械は電子製品（電子
製品，），その他製造業はその他化学製品（医薬
品），運輸通信はその他製品（電子製品），がそれ
ぞれ自分野以外で最もR&D支出の多い分野であ
った?。
この主要参入分野のリストは時期によって若干
の変動があるが，ほぼ同じ傾向が見られる。技術
的関連の近さによって説明出来るケースもあれば，
需要の近接度で説明できるケースもある?。電気
機械産業が電子市場に進出するのは前者の典型で
あり，全体としてはこのケースが大半を占める。
1970年と2000年の参入傾向をいま少し特徴的
に見ると，第１に，電子製品市場が，いわゆる半
導体の開発やその材料開発を目的として，さまざ
まな異分野からのR&D進出の対象になったこと
が明らかとなる。それぞれの企業レベルでみると，
新規事業の確立のために積極的に電子製品市場で
R&Dを拡大したわけである。
第２に，それぞれの産業組織が違うように，
R&D支出戦略が大きく違っている事である。も
ちろんどの産業も寡占産業である点では変わりは
ないが，高位集中になればなるほど寡占度の違い
にほぼ対応するように，R&D支出の多角化指数
が低下，つまり集中化が顕著となる。たとえば，
最も典型的なものとして，自動車産業を見るとそ
の寡占度は高く，また表４で見るようにR&D支
出は自分野に大きく集中しているのである。同様
にゴム産業の高いR&D集中度も産業の高い寡占
度と対応している。
2.3. 産業別多角化動向の変化
O-I-HI，つまり，個別産業のR&D集中度の
変動についてすでに若干の言及を加えてきたが，
いま一度詳細に表４を参照しながら，30年間に
おける個々の産業におけるR&D集中度の推移を
見ておこう。すでに見たように，1970年時点で
高い産業集中度のいくつかの産業は2000年時点
でも高い集中度であった。自動車産業がまさにそ
の典型である?。医薬品産業も寡占度の高い産業
であるが，R&D支出の集中度もこの30年間一
貫して高い水準で推移してきた。
1970年時点のR&D支出集中度を維持してき
たと言う点では共通するが，スタート時点で自動
車産業ほど高いR&D集中戦略を採用していなか
った例としては，建設産業，石油産業，その他輸
送機械産業，運輸通信産業をあげることが出来る。
これとほぼ反対の傾向として，この30年間に
R&D支出を大きく多角化させた産業の例として
は，農林水産業，繊維産業，出版印刷産業，油脂
塗料産業，その他化学産業，窯業，鉄鋼産業，非
鉄金属産業，金属産業，精密機械産業，その他製
造業，をあげることが出来る。
さて，上記に示した第３の仮説に進むことにし
よう。結果は図３に示される。上での説明でも言
及したが，仮説がすべての産業のR&Dをもれな
く説明できるわけではなく，例外もありうると考
えなければならなかった。しかし，この図による
と，日本のR&Dに全体としてこの30年間に行
動調整仮説が成立するとみられる。1970年にお
いて高いR&D特化の傾向がある産業ほど，ある
場合にはそれによって蓄積された技術力を他の周
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辺分野などで応用するなどのために多角化を進め
てきたとみなせる。
ただしそのような調整過程は，産業群によって
速度が一様ではなく，図３に見られるように，き
わめて低い調整速度の産業もある。調整の速さを
左右する要因はそれぞれの産業でのR&D支出効
果と見られる。この効果が低い場合は，他市場へ
のR&Dを通じた参入が活発となる。そしてそれ
が技術の連携が深い分野であればより速い調整速
度となる。多くの機械産業，化学産業などはこれ
らの典型である。図では，左側に片寄った領域に
含まれる産業群である。
次に図４は産業と市場の分類の違いを前章で示
した基準で調整を行い，分類数を同一にした正方
行列上で，市場別に見たときの対角成分の比率が
産業別に30年間に渡ってどのように変化したか
をビジュアルに示したものである。全体的な事実
関係は，第１に，産業によって自分野市場の比重
が大きく異なる事である。第２に，その比重も時
期によって変動している。第３に，押しなべて多
くの産業で時系列でみて自分野市場の比重が低下
している。30年間，R&D分野において日本の民
間部門の常なる戦略の再検討が行われてきた事が
この図から読み取れるのである。
3. R&D 市場参入の概観
3.1. 多角化実態とその変化
それぞれの市場へのR&D参入がどのような状
態であったかを概観しよう。表５が産業別のそれ
らを示したものであるが，同表には30年間にど
のように変化してきたかも概観している。30年
間の変化については，70年の実態と関連させて
議論すべきと思われるときに限って言及する。
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まず1970年時点で他産業からのR&D参入が
ほとんどなかった市場の典型は，鉱業，紙パルプ，
出版印刷，電気ガス，の４つであった。紙パルプ
市場のR&D参入集中度はほとんど最高値の
10000近い水準であった。１つの分野に仮に99
％集中させると，HIはそれだけで9800以上に
なるので，まさに紙パルプはそのような状態であ
った。
自動車市場へのR&D市場参入も紙パルプ市場
ほどではないが限られていた。鉄鋼市場へのR&
D支出による参入も同様に限られていた。
自動車市場あるいは鉄鋼市場へのR&D支出に
よる参入は，1970年時点で他産業からのR&D
参入がほとんど進んでいなかった４つの市場の内，
電気ガスと同様に，その後も参入が増加しなかっ
た市場であった。電気ガス市場に比べると，４つ
の内の３つの鉱業，紙パルプ，出版印刷では，そ
の後は他産業からのR&D支出が相対的に増加し
た?。
前章で明らかにしたように，自動車産業では高
い成長期待と高い産業集中度の下で，R&D多角
化は進まなかったが，それと同時に，他産業から
自動車市場へのR&D参入も抑制され，前章の第
３の仮説の後半部分がまさに市場の分析からも示
されたのである。ただし，すべての市場あるいは
産業でこの仮説が当てはまるわけではない事はこ
こでも同様である。
一方，1970年時点でR&D支出による参入が
活発であったとみなされる市場は，HI指数で
4000以下に絞ると，分類順で，その他化学市場，
金属市場，一般機械市場，航空機市場，その他輸
送機械市場，その他製造業，の６つであった。こ
の６市場のうち2000年まで継続してHI指数が
4000以下であった市場は，その他化学市場，金
属市場，一般機械市場，その他市場，の４つであ
った。航空機市場についてはその後，HI指数が
ほぼ傾向的に上昇し，30年間における増加倍率
は全市場で最高の2.15倍であった。
市場別参入で，自産業を除いたそれ以外の産業
からの参入規模の中で最もシェアの高い産業リス
トを見ておこう。まず1970年でみよう。2000年
のそれは括弧の中に示す。農林水産業市場には食
品産業（食品産業）からの参入が，本業とも言え
る農林水産業からのR&D支出を除いて第１位で
あった。同様に順に，鉱業市場には建設産業（鉄
鋼産業）から，建設市場には鉄鋼産業（プラスチ
ックス産業）から，食品市場には医薬品産業（総
合化学産業）から，繊維市場には総合化学産業
（総合化学産業）から，紙パルプ市場には同じく
総合化学産業（油脂塗料産業）から，出版印刷市
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場には運輸通信産業（油脂塗料産業）から，総合
化学市場には石油産業（石油産業）から，化学繊
維市場には繊維産業（繊維産業）から，油脂塗料
市場には総合化学産業（その他化学産業），医薬
品市場には食品産業（総合化学産業）から，その
他化学製品市場には総合化学産業（総合化学産
業）から，石油製品市場には鉱業（総合化学産
業）から，ゴム市場には総合化学産業（総合化学
産業）から，窯業市場には総合化学産業（総合化
学産業）から，鉄鋼市場には一般機械産業（一般
機械産業）から，非鉄金属市場には鉱業（鉄鋼産
業）から，金属製品市場には鉄鋼産業（一般機械
産業）から，一般機械市場には電気機械産業（そ
の他輸送機械産業）から，家電機械市場には電子
製品市場（電子製品市場）から，電子製品市場に
は電気機械産業（電気機械器具産業）から，その
他電気機械市場には電気機械器具産業（電子産
業）から，自動車市場には一般機械産業（電気機
械器具産業）から，船舶市場には一般機械産業
（自動車産業）から，航空機市場には一般機械産
業（自動車産業）から，鉄道車両には電気機械器
具産業（運輸通信産業）から，その他輸送機市場
には自動車産業（自動車産業）から，精密機械市
場には電気機械器具産業（一般機械産業）から，
その他製造品市場には電子産業（一般機械産業）
から，電気ガス市場には総合化学産業（鉄鋼産
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業）から，となっている。
産業と市場の分類方法によって上記の結果は直
ちに変化することを断った上で，総合化学産業に
よる多様な分野への積極的な参入が行われていた
ことが特徴である。ゴム市場や窯業市場も，広義
の化学産業の細分類に属する主要市場だが，総合
化学産業からの積極的な参入があった。
さらに，電気および自動車を含む機械を主体に，
現在におけるメカトロニクス産業がその成果を応
用できる市場に積極的に参入している様子も現れ
ている。
一方で，相互参入の典型が食品産業と医薬品産
業である。医食同源というビジネストレンドが現
在の１つのテーマであるが，1970年代において
すでに集計データでその戦略が顕れていた。同様
に，電気産業と電子産業との間にも相互参入が大
規模になされている。現在の技術分野では，家電
製品のエレクトロニクス化が潮流であるが，その
流れの源流にこの両産業の間におけるR&Dを通
じた垣根の低下が進んでいたわけである。それに
比べると，食品産業と医薬品産業との間の垣根の
低下は現代でも依然として限界的である。
1970年と2000年の相違について概観しておこ
う。合計30の内11の市場で自産業を除くトップ
産業が，2000年でも1970年と同じであった。残
りの19の市場では他産業トップの産業が交代し
ているものの，そのトップ交代も隣接産業間での
交代であるケースが大半である。たとえば，食品
市場での医薬品産業から総合化学産業，医薬品市
場での食品産業から総合化学産業，紙パルプ市場
での総合化学産業から油脂塗料産業，金属製品市
場での鉄鋼産業から一般機械産業，一般機械市場
での電気機械産業からその他輸送機械産業，精密
機械市場での電気機械器具産業から一般機械産業，
などである。1970年に比べて全体に参入を抑制
した産業が総合化学産業であり，相対的に参入を
積極化させた産業が自動車産業であった。また，
伝統的な産業の典型である鉄鋼産業からの参入は
1970年に比べて拡大している。この他に，素材
の変化を反映した参入の変化としては建設市場で
の鉄鋼産業からプラスチックス産業への交代があ
る。
表５にはこの30年間の変化率を70年のHI指
数対比で2000年の比率を表示している。この比
率を見ると，30年間においてHI指数が大きく
上昇した市場はゴム市場，航空機市場，その他市
場の３つであった。それ以外にも若干だが上昇し
た市場は合計６つのみであった。個別市場のHI
指数の変化はあるが，30年間の全体としては低
下したと言える。つまり，積極的な市場参入があ
ったと言えるのである。
2000年においてHI指数が4000以下の市場は
合計で12，1990年でも同じく12，1980年では７，
そして1970年が６であった。全体的に30年間に
おいて，R&D支出を介した他の市場への参入が
活発に展開されたのである。実際，30年間でHI
指数が上昇した市場の数が９しかなく，残りの
21の市場では減少したのであった。
これらはそれぞれの市場ごとのHI指数の単な
る時系列比較ではあり，それぞれの市場の規模を
考慮した議論ではないが，日本の民間部門全体の
R&Dを通じた製品開発は競争が活発になったと
推測できるのである。
この予測は，日本経済全体にとってあるいは日
本の産業組織の全体的な傾向として重要であるの
で，ここでこの点をさらに別に指標から分析して
おこう。図５は産業と市場の分類の違いを前章で
示した基準で調整を行い，分類数を同一にした正
方行列上で，市場別に見たときの対角項成分の比
率が市場別に30年間に渡ってどのように変化し
たかを一括して示したものである。この図に示さ
れた全体的な変化の大きさと複雑さから，30年
間のR&D分野における日本の民間部門における
激しい競争が展開されてきた事が言える。
次に30年間の変化の内部動因を考察する事に
しよう。それぞれの製品市場の競争状態いかんが
どのような内的な動因になっているかを考察する。
各製品市場の需要面から見た要因としての収益性，
成長性，また一方で供給面から見た要因としての
技術的な可能性，などもまたもちろん重要ではあ
るが，これら諸要因を1970年時点のR&D支出
集中度によって一括的に捉えられると考え，それ
がその後のR&D支出行動をどのように調整させ
てきたかを考察する?。前章でもこれを産業レベ
ルのR&D多角化あるいは逆に集中化の変化とし
て分析をした。それと同じ仮説で，市場別のR&
D支出調整として考えてみるわけである。
結果が図６に示される。この図からも明らかな
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ように，30年間の変化は全体としてまず，市場
の過半数は集中度の減少する領域に分布している。
その上で，もちろん市場によってそれぞれの個別
的な要因があるにもかかわらず，ここで示した仮
設に合致するように右下がりの直線にそれぞれの
市場が傾向として並んでいる様子を読み取る事が
出来る。これから市場別に見た場合も，何らかの
要因によってその市場における高い収益性や成長
性を意味する産業の高位集中度の下で，多くの産
業からの参入が相次ぎ，長期間にわたって見ると，
市場のR&D支出集中度が減少すると考えられる
のである。
これは言うまでもないが，R&Dを通じた企業
間の競争の結果として発生するものである。そし
て，各産業の主要企業は，前章で見たように，戦
略的にR&D多角化を調整させてきた。日本の企
業は，R&D支出を戦略的に調整させると共に，
結果的にR&D支出に関して活発に競争してきた
のである。
4. R&D 支出行動の変化と不変の共存
これまで見てきたように，R&Dの戦略的多角
化と市場参入の行動は大きく変動してきた。30
年間の期間における日本経済の大きな構造的変化
を前提とすれば，R&Dの戦略と参入が激変する
ことがむしろ当然かもしれず，むしろもしそこに
日本の民間部門R&D支出の全体的な観点からな
んらかの恒常的あるいは傾向的様相が存在すると
すれば，それこそが興味深い現象というべきだろ
う。本章ではこのような観点から，前章まで概観
してきたR&Dの産業から見た行動と市場から見
た行動をいま一度，日本全体の産業組織という捉
え方から再構成することを試みる。
もちろん，言うまでもないが，その再構成は経
済的に意味のあるものでなければならない。そし
てさらに本章のファインディングは次章以下で展
開される分析の準備となるものである。
まず産業・市場全体のR&D支出戦略と参入の
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変化をいま一度総括的に捉えるために，自分野の
重要性を表す修正行列の対角成分合計の推移を見
ておこう。1970年にはその割合は67.4％であっ
たが，年々低下し，80年には65.0％，90年には
63.0％，そして2000年には62.8％になった。
30年間の低下幅はわずかに4.6％ポイントでし
かないが，この対角成分の比重変化は，すべての
産業あるいは市場の総合的な姿を捉えているため
に，その変化の大きさはいわば平均され，わずか
なように見えるのである。その上で，傾向的に低
下している事，さらに前章までのファインディン
グとの関連で整合的に理解できるように，他分野
への積極的な参入が１つのトレンドとして生じて
いるのである。
なお，このR&D戦略・参入の調整行列の対角
成分合計比率は，第２章と第３章で提示した産業
あるいは市場別に見たときの自分野の比重に，た
とえば産業であれば個別産業ごとのR&D支出額
の日本全体のR&D支出合計に占める割合を加重
に用いて集計したものである。同様に市場ごとの
R&D支出額の日本全体のR&D支出合計に占め
る割合を加重に用いて集計したものでもある。し
たがって，日本全体のR&D支出合計に占める対
角成分の割合は，産業あるいは市場のウエイトを
加重に用いて分析した事になるのである。それゆ
えに，修正行列の対角成分合計の推移は単なる平
均的な姿を捉えたものではなく，すべての産業あ
るいは市場の実情に沿って捉えた姿と言えるので
ある。
前章までで見てきたように，個別の市場や産業
レベルでは，まさに激変と呼ぶべき変動が相次い
でいた。その一方で，典型的には自動車産業の
R&D支出戦略あるいは自動車市場でのR&D参
入は安定的で，傾向的にはきわめて寡占色の強い
集中傾向がこの30年間に続いてきたのである。
同様な特色を大なり小なり持っている産業や市場
も見られた。このような傾向的な特徴を持った産
業が一方で存在していると言う事は，R&D支出
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戦略・参入行動に，変動と同時に安定的な様相が
隠されている可能性が秘められていると考えられ
る。繰り返しになるが，これを探求するのがこの
章での目的であった。
そのために上述した対角成分のトータルな推移
を見たわけであるが，この分析では言うまでもな
く，非対角成分に示されたR&D支出がどのよう
な分散を示しているかは，まったく考慮されてい
ない。産業によっては，自分野以外でR&D支出
を拡大させ，たとえば総合化学産業のように多く
の市場に押しなべて参入している例もあれば，一
方で，そのような多面的な参入ではなく，技術的
な関連や需要の関連性が近い分野にむしろ特化的
に参入している食品産業や医薬品産業といった例
もある。
また，機械関連の諸産業や市場では，電気関係，
輸送機械，精密機械，のハイテク産業間で積極的
な相互参入が繰りひろげられ，それが拡大してき
た。これらは言うまでもなく，単なる対角成分の
みの比重だけでは捉えきれない。相互に参入する
ケースなどがこのように相次ぐと，それは日本の
R&D支出の戦略・参入の構造に大きく影響する
はずである。
このように，技術的ないわゆる近似性や需要の
補完性あるいは代替性などに照らして，より総体
としてのR&D支出の戦略・参入の実像を長期的
に見るためには，前章などで取り上げてきたHI
という指標がより適切である。ただし，その際に
は，前章などで示した諸産業あるいは諸市場別に
見た個別の多角化指数や参入集中度を，それぞれ
の産業や市場の重要度によって加重を付けて集計
する必要がある。上で示した対角成分の場合，加
重をつけるという事は，取りも直さず，産業全体
あるいは市場全体の合計R&Dに対する割合にな
ってきたが，HIという指数で多角化あるいは集
中度を見た場合は，そのような単純な割合ではな
く，産業あるいは市場の比重を考慮した上で，戦
略あるいは参入の実像を集計的に要約できるもの
となるのである。つまり，数学的な表現で言えば，
R&D支出の全体的な構造を完結に１つの指標に
集約出来るのである。
このような統計的および経済的な集計意味合い
をもっている加重平均されたHIを，産業および
市場ごとにそれぞれ算出すると，その長期的な動
向は図７のようになる。製品市場ごとのR&D支
出で加重平均されたW-P-HIは図７に示される
ように，30年間の長期にわたって，一貫して低
下している。これはこれまでの分析結果と整合的
である。多くの市場でR&D支出集中度が低下し，
市場競争が活発になってきたのである。
これに比べると，産業別に見たR&D戦略は，
諸産業を総合的に見たとき，30年間にわたって
大きな変化が実は生じていなかったのである。
2000年においてW-I-HPが若干だが増加し，産
業の多角化がわずかだが後退したが，長期ではそ
の変化もわずかであった。
進行する参入の激化と安定的な多角化，その共
存が，日本の民間部門におけるR&D支出の総体
的な長期的動向として浮かび上がってきたのであ
る。もちろん，戦略と参入はコインの両面であり，
１つの現象であるR&Dをどの側面から見るかの
違いである。戦略が参入を決めると同時に，参入
がまた戦略に影響を与えるとも言える。いわば同
時決定である。では，その戦略と参入の相互の関
係はどのようなものなのか，さらにその相互の関
係が全体としてどのようなメカニズムを通じて，
図７のように，一方でトレンド的な競争激化と，
他方で安定的な姿を同時にもたらしているのだろ
うか。
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5. 多角化戦略の詳細
5.1. 加重平均集中度指数の構成
個別企業のR&D多角化に伴ってそれぞれの産
業の多角化指数も大きく変化してきたが，それを
日本全体として集計するとなぜ長期間にわたって
前章に示した図７のような安定的な動きになった
のか。まずこの点を統計的な面から要因分割をし
たのが本章の内容である。総括的に言える事は，
前章の図に示した安定的推移は，大きく変動する
個別要因のいわば相殺的な動きの結果である事が
判明する。では何と何が相殺されたのだろうか。
まず，1970年以降のこの産業別R&D支出額
で加重平均されたHIがどのような産業構成にな
っているかをみよう。表６にそれが示される。こ
れは一種のR&D支出の産業組織的な産業構造と
も言えるものである。1970年において上位４産
業は順に，自動車産業，電子産業，総合化学産業，
運輸通信産業，であった。R&D支出額での上位
は，すでに第１章で紹介したように同じく順に，
電子産業，総合化学産業，電気機械産業，自動車
産業であった。運輸通信産業は上位４産業に含ま
れていなかった。自動車産業におけるR&D多角
化が低く，したがって自動車市場へのR&D集中
が高いために，加重平均されると，日本の民間部
門のR&Dの産業組織に大きな影響を与えていた
のである?。
自動車産業の影響はその後も一貫して大きかっ
た。その逆に総合化学産業は，R&D支出額とし
て見た場合でも自動車産業や電子産業に比べると
比重を低下させては来たが，産業組織としてみる
と影響力はさらに大きく低下した。言い換えると，
総合化学産業のR&D多角化が30年間に著しく
進んだのである。多角化すればするほど，本来の
自分野市場の低成長性を逆に印象付ける事になる
とも言えるのである。その結果として，たとえば，
R&Dを遂行する上で不可欠な人材や資金の確保
といった点で，日本経済において不利な立場に立
つはずである。自動車産業はまさにその対極のケ
ースである。
広義の化学産業の中でも医薬品産業は，総合化
学産業とほぼ逆の立場に置かれ，R&D支出額で
も比重を高めてきた。それと対応して産業組織と
してみた場合W-I－HIでもさらに影響力を高め
てきた。近年のバイオの成長期待に伴い政策当局
によって多方面からの参入誘導が実施されてきた
にもかかわらず，このバイオでも主役は医薬品企
業とみなせるのである。
そのような医薬品企業の積極化行動と産業組織
からみた比重上昇は電子産業にも起こっていた。
表６に戻り30年間の変化にも触れながらR&D
多角化の面から日本の民間部門全体のR&D「産
業組織」の構造をいま少し詳しく指摘しよう。
第１に象徴的なことは，R&D支出額の変動に
比べて，産業組織のキー概念である集中度という
一種の変換フィルターを通してみると，30年間
の変動ははるかに大きい点である。それぞれの産
業の代表的な企業が，将来の成長市場を目指し，
技術体系で関連のある分野に積極的に参入してき
たのが，この30年間であった。いわば，既存の
産業分類という垣根がトレンド的に低下してきた
期間であった。言い換えると，ある産業における
代表的な企業と，たとえば成長産業と目された電
子産業の代表的企業とが，じつはR&Dを通じて
競争を繰り返してきたわけである。いわば成長市
場に向けて，それぞれの産業の主導的企業がドメ
イン確保を目指してR&Dという橋頭堡を築こう
としたと考えられる。しかもそれが，産業の交代
や企業の交代があったが，30年と言う長期間に
わたって広く展開されたのである。
そのような結果として，たとえば成熟産業と見
られる産業において急速なR&D多角化が進んだ
わけである。さらにその多角化は，既存の成熟産
業において蓄積されてきた総合的な技術力が高く
また高度な研究人材が豊富であればあるほど，多
角化の進行は急激であるはずである。その典型が，
鉄鋼業におけるR&Dの動向である?。鉄鋼業に
おける加重指数の比重は表６に示されるように
1970年ではまだ上位10位に入っていた。しかし，
2000年になると，R&D支出額の低下の影響もあ
るが，産業組織としてみた加重指数への影響度は，
全体の5000あまりの指数の中でわずかに10程度
になってしまったのである。言い換えると，産業
の垣根が低下しつつある中で，鉄鋼産業の代表的
な企業におけるR&Dからみた総合的な影響力は
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30年間にわたって低下してしまったのである。
ただし，これはあくまでも産業の多角化という
点から見たときの姿であり，鉄鋼市場における鉄
鋼産業の代表的な企業のR&Dの潜在力とは違っ
ている事に注意する必要がある。この点はまた後
述する。
この表に示されたデータは産業組織論から見て
意義のある加工データであり，R&D支出そのも
のではなかった?。総合化学産業がR&D支出を
低下させた1970年から80年の時期，加重HIの
低下はそれよりもはるかに急激であった。その違
いは，総合化学産業において急速に進んだ多角化
によるものである。
このようなさまざまな産業でR&D支出シェア
の変動および加重HIのシェア変動が生じた。
R&D支出でのそれぞれの産業のシェアと加重集
中度シェアとの間の相関係数をみると，両者の関
係は0.85であった。１からの乖離が各産業にお
ける集中度の変動によるものであると考えられる。
表６に示された30年間の増減倍率を順序付け
して図解したのが，図８である。30年間で最も
大きな割合で比重を高めたのが運輸通信産業であ
った。R&D支出においても同様に変化倍率が高
かったのは運輸通信産業であった。下位の産業も
ほぼ同じで，総合化学産業，鉱業，鉄鋼業などで
あった。30年間の倍率の格差は大きく，運輸通
信産業の3.5倍から鉄鋼業の0.1倍まで分散して
いた。一方，R&D支出では4,4倍から0.2倍で
あった。
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5.2. 加重平均集中度指数変化
加重平均集中度指数は産業間でその動きが大き
く異なっていたのである。すべての産業を集計す
るとその変化が小さいが，産業レベルでは変化し
ていたのである。それをより直截に示したのが図
９である。それぞれの産業の30年間における加
重平均集中度指数の構成比の倍率は先に示したが，
この図はそれではなく，2000年の加重平均集中
度構成比から1970年の加重平均集中度指数を引
いたものを示したものである。これらすべての産
業におけるこの変化を合計すると，ゼロ近くにな
るのである。2000年の合計指数5524と1970年
のそれの5208の差はわずかに106であった。そ
れに比べると，図９に示された産業別の変化の違
いは大きく，一部の産業では差は増減どちらの場
合も500以上にも達している。それに対してまた
一方で，ほとんど変化していない産業もあった。
産業間の違いが大きいことは明らかである。
そしてこれら変化の違いを集計すると，図から
も予想されるように，増減が相殺されたのである。
改めて問うと，産業別のR&D支出で加重平均さ
れたHIがいかなる要因によって30年間にわた
ってほぼ一定に維持されて来たのだろうか。
第１に統計的に見て明白な事は，増減がほぼ同
程度であったことである。しかも，増減した産業
の数もほぼ同様であった。図に見るように，増加
は電子産業と運輸通信産業に集中し，一方で減少
は総合化学産業と鉄鋼業に集中したのである。
第２にさらに統計事実関係であるが，それ以外
の産業の大半は，日本全体の集計値に対してわず
かな影響しか与えていない。R&D支出の多角化
は集中度レベルでみると，まさに二極分化してい
たのである。もちろんその傾向は，ある程度まで
はR&D支出額そのもので見た場合でも生じてい
た傾向ではあった。だが，集中度変化の要因分解
をみると，より明白に二極分化が顕れてくるので
ある。
ではなぜ二極分化が発生したのだろうか。もち
ろん統計的な意味では必然性は全く有り得ない。
経済的な必然性，あるいはそこにどのようなメカ
ニズムがあったかである。そもそもメカニズムが
ありうるだろうかが問われなければならない。言
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うまでもなく，もしメカニズムが存在すれば，そ
れはほとんどの場合，ある程度は持続的であり，
その意味で決して偶然の発生の連続でもたらされ
るものではない。
そこで，この30年間を10年ごとに区切って，
図９と同様に変化幅を産業ごとで比較したのが次
の図10である。10年ごとの変化を順に追跡する
と，次のような事実が明らかとなる。
第１に言える事は，二極化現象は70年代の現
象であることである。80年代の特徴は，増加が
電子産業に偏る一極のみの状態であった。80年
代と言えば，日本経済が世界の主要国に比して良
好な経済成長を続けた時期であった。その主役が
半導体に代表される電子産業であり，R&Dの役
割が飛躍的に高まった時期でもある。そしてこの
ような電子市場の将来性が期待されたとき，そこ
に参入するにはR&Dを梃子にするしかありえな
いとほとんどの産業が共通の認識を持った時期で
もある。電子産業の代表的企業のみならず，あら
ゆる産業の主要企業がそのような認識を持ってい
たという意味でまさに共通認識となっていた時期
である。そのような時期に，電子産業の代表的企
業はR&D支出戦略を電子市場に以前にまして集
中する戦略をとったのである。われわれの分析か
らの当然の解釈として，このように言えるのであ
る?。
90年代はその中間とも言えるが，むしろ大半
の産業においてR&Dの急激な変化を抑制してい
る状況がうかがえる。いわゆる経済の停滞時期に
おいて，本来であれば長期的視野の下で実施され
なければならないR&Dにおいても，構造的な調
整局面におかれたと考えられる。
第２に，各時期の変化を主導した産業が決して
一定ではなく，時期によって主役が交代している。
その典型は自動車産業で見られ，70年代は最も
大きくHIが上昇した産業であったが，90年代
には最も大きく低下した産業の１つであった。い
わば，70年代の多角化から90年代の集中へと大
きく舵を切ったわけである。70年代の自動車産
業では，周辺部品を中心に，自動車産業の経営資
源の急増を受けて積極的に参入したと考えられる。
まさに自動車産業の戦略を反映し，自動車産業は
役割を使い分けたのである。
第３に，この主役が時期によってめまぐるしく
交代すると言う事の経済的な意味から言える事で
ある。主役の交代とは，１つには産業の格付けの
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変遷とも言える，産業の比重の変化を意味してい
る。経済現象としては産業間の競争と言う現象は
直接的ではないが，たとえば，経済全体における
経営資源，なかんずくわれわれが考察している
R&Dについては研究者の獲得や政策立案を巡る
当局への働きかけなど，そのようなマクロレベル
では，個々の企業間の競争とは違った意味で，産
業間の覇権競争に近いものが存在するはずである。
まさに一国全体の資源配分を巡る競争でもある。
総合化学産業の低迷，電子産業のトップ登場，自
動車産業の表舞台での演技，などは，まさにこの
産業の覇権競争の結果を示唆している。往年の主
役であった鉄鋼産業が，産業トータルでの集中度
に全くと言えるほど影響を与えていないのは，こ
のような産業間のR&D覇権競争のまさに典型で
ある。
第４に，言うまでもないことだが，経済現象の
表裏ともいえることで，産業の多角化あるいは特
化戦略は，上述したいくつかの産業の例で示され
るように，市場レベルからのR&D参入集中度と
対応させながら考察する必要がある。長期間にわ
たる産業のR&D戦略の変遷から浮かび上がった
ことは，持続的な安定さは実は市場分析さらには
参入競争と表裏一体となって考察されなければな
らないと言う点である。次章で行う市場分析を待
たないで，前章で提起した安定と変化の共存をも
たらす運動法則を浮かび上がらせることはまだ出
来ないのである。
6. 参入の詳細
6.1. 産業と市場
市場分析とは，R&Dを通じた市場参入競争の
分析となる。産業分析では，競争は代表的企業の
R&D戦略を介した競争となり，もちろん参入の
競争となるが，参入する市場は１つではない。自
分野もそこに含まれるが，他分野も同様に重要で
ある。それぞれの市場の産業組織と，参入を計画
するその企業の持つ広範な経営資源あるいは研究
開発能力が，戦略の実際，そして参入の実際を左
右する。そして，それらの経営資源と研究能力が，
進出予想の市場での代表的企業のそれらと比べて
どれだけ優位があるか，特殊性があるか，需要面
での優位性があるか，などが当然考慮される。い
わば，日本の経済社会における主要企業間の知識
開発競争でもあり，まさに寡占経済における相互
依存競争である。
本稿で用いているデータは，1970年を除き資
本金が10億円以上の大企業であり，調査対象と
なる企業の数も限定されている。それら日本の主
要企業が，日本のR&Dの総体的な特徴を決めて
いると考えてよいだろう?。それぞれが属する市
場が異なっていても，あるいはそれぞれが分類さ
れる産業が違っていても，お互いに研究開発力や
経営資源保有の実態は容易に推測できるような企
業であるとみなせる。そのような企業が主導する
R&D経営戦略競争が前章で捉えた現象であった。
このように総括できた現象を次は市場分析とし
て捕らえるということになる。そもそも市場には
多くの産業の主導的な企業がR&Dを通じて参入
済みであったり，あるいはこれから参入を試みよ
うとしている。産業分析の場合は，そこに登場し
ていた企業はその産業に分類された企業であるわ
けであるから，企業の経営資源保有は大きくは異
ならないと考えられる。しかし，市場分析の場合
には，それぞれの市場に参入できる経営資源を保
有していると言う点では共通性があり，競争関係
にあるが，参入を計画するかあるいは実際に参入
する企業はそれらの共通点を除くと一般に多様で
ある。実際，多くの産業の代表的な企業が多くの
市場に参入している事が明らかになっていた。原
データを修正した正方行列での対角項成分の比率
合計は60％台であった事からも，産業と市場は
相互に浸透しあう関係にあるのである。
6.2. 市場集中度の実態
日本の市場別R&D支出集中度の加重平均は，
1970年から2000年にかけて，すでに示したよう
に傾向的に低下してきた。1970年の6114（％ベ
ースの指数）から2000年には4857となり，1970
年対比で79％の水準まで低下した。市場集中度
が低下した事は，市場平均としてみた参入競争が
活発になったということであった。これはあくま
でも市場別HIの加重平均であって，30年間に
むしろ競争制限的と思われる指数増加の産業も数
多くあった。表７に見られるように，集中度が増
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大した市場の大半は，成長市場と目されたケース
が多い。1970年対比で医薬品市場が1.35倍，電
子市場が1.74倍，自動車市場が1.09倍であった。
その他にも精密機械市場が1.45倍，航空機市場
が4.0倍と大きく拡大した。また新機能のゴム製
品を巡る開発を中心に伝統的な産業とみなされる
ゴム製品市場でも1.36倍と拡大した。
水準そのものとしては1970年で上位３市場が，
自動車市場の968，総合化学市場の887，電子市
場の739であった。３つの市場合計で全体の
42.4％を占める。それらに次ぐのが，電気機械
市場の663，鉄鋼市場の46，医薬品市場の374で
ある。これら３市場も加えると，合計比率は
66.2％となる。
1970年において上位３位までを占めた市場で
その後，加重ポイントを低下させたのは総合化学
市場のみで，それ以外の２市場は大きく加重指数
を増加させた。その典型が電子市場で，1970年
の739から2000年には1287まで拡大した。その
逆が総合化学市場で，887から185まで急激な低
下を示した。2000年で上位３市場は，1287の電
子市場，1058の自動車市場，504の医薬品市場で
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あった。それらの合計は58.7％に達した。それ
に次ぐ市場と指数は，一般機械市場の291，家庭
電気機械市場の260，そして総合化学市場の185
であった。これら３つの市場も含めると，上位６
市場合計は73.2％となる。1970年に比べると，
３位，６位でもどちらも上位の比重は高くなる。
しかし，全体としては30年間で加重集中度指数
は低下したのである。
経済的な現象として30年間のR&Dベースの
市場参入をみると，成長市場での集中度の上昇と，
一方で伝統的市場での集中度の急激な低下が，同
時平行的に進行したのである。その様子を図解し
たのが図11である。同時平行的に進行したとは
いえ，この図を見ると，成長産業での集中度の上
昇よりもはるかに大きな規模で，成熟産業での集
中度の低下が生じていた。その同時平行的に発生
した上昇と低下を10年おきに捉えたのが，次の
図12である。
どの期間においても上昇と低下が共存している
点では共通性があるが，上昇が特定の市場に著し
く偏る傾向が見られる。とりわけ1980年代の10
年間においては大きく集中度を上昇させたのは電
子市場のみといえる。その一方で，集中度の低下
はどの時期にも共通し，多くの市場で見られた。
市場集中度の加重平均合計が低下した事と，以
上に示した個別の傾向とは，どのように両立可能
になるのか。いくつかのR&Dに関連する行動も
視野に入れながらこの点を考察しよう。
第１に，特定の成長市場の集中度上昇は主には
その市場を自分野とする産業の戦略による結果で
あるが，それを上回る他の市場における集中度の
低下，あるいは同時に他の市場でのR&Dそのも
のの低下が大きかった事になる。時期によってこ
の変動を主導した市場は異なるが，図に示された
ように事実はこれらのことを示している。
第２に，このような，産業をまたがった代表的
企業間の広義の相互依存関係がR&Dと言う企業
の将来成長を左右する根本的な行動においてとり
わけ強く機能したと考えられる。もしこのような
幅広い企業間の依存関係，あるいは言い換えると，
相互間におけるR&D能力あるいはその優位度の
推測関係が，浸透していたと考えられる。このよ
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うな企業間の関係のベースにあるものの１つとし
て，政策当局が民間企業に提示する産業動向や将
来産業の展望などの共通認識や企業間の相互理解
をあげる事が出来るだろう。とりわけ，多くの産
業の企業を横断的に網羅するような大規模プロジ
ェクトや共同研究組織の結成はこのような傾向を
普段から助長する事になっているはずである。さ
らに，このような日本全体の暗黙の相互認識を長
期的に経験する事によって，多くの産業をまたが
る企業間の民間ベースの自発的な事業提携も活発
になっていることも，この動向と関連するだろう。
つまり，全体としては，R&Dを通じた市場競争
が活発化すると共に，個々の企業はより多様な
R&D行動の可能性をこのような提携などによっ
て模索する事も選択肢となるのである。
第３にいま少し理論的に考察してみよう。そも
そも多様化と競争という軸からは４つの組み合わ
せを想定する事が出来る。第１が30年間に生じ
た，多様化と市場競争が共に進展する組み合わせ
である。第２の可能な組み合わせは，多様化の進
展と競争の抑制である。第３は多様化の後退と競
争の進展である。最後の組み合わせは多様化の後
退と競争の抑制である。これらの可能な４つの組
み合わせのうち，最も有り得ない可能性が最後の
ケースであろう。1970年以降の日本社会が競争
抑制とはみなせないだろう。また技術の広範な相
互関連の進展を受けて，技術融合が高まった現代
にあって，R&Dを通じた新規事業の拡大はトレ
ンド的な流れである。また市場競争の抑制も可能
性は低いと考えられる。したがって，ありうるケ
ースとしては，第１の場合（多様化の進展と市場
競争の進展）と第３の場合（多様化の後退と競争
の進展）である。
ここで，企業の経営戦略のあり方をいま一度振
り返ってみると，多様化はかならず成功するとは
限らず，しばしば原点への回帰と称して多様化の
抑制，つまり事業の集中が行われる。実際，企業
経営のリストラとはまさに拡大した多様化や新規
事業の整理であった。このような例は80年代の
産業調整の時期でも，さらに90年代の経済低迷
の時期にも頻繁に見られた。このような日本の企
業の経営の変遷とそのような現実を踏まえた理論
的な考察から，そもそも1970年以降の日本社会
において，最もありうる可能性は第１の場合（多
様化の進展と市場競争の進展）の変形である多様
化の維持と市場競争の進展とならざるを得ない面
があるのである。次章ではこの点を数値例で改め
て考察することにする。
6.3. バイオや医薬品市場の参入例
これまでの産業と市場の双方から日本のR&D
戦略・参入をいわば代表的企業を想定して分析し
てきた。次章の分析に移る前に日本の主要な企業
のR&D戦略や実際例をいくつか見ておくことに
する。エレクトロニクス市場はすでに諸例が豊富
であるから，むしろこれまでの分析から明らかに
された点として，30年間において急増した医薬
品やその周辺産業を中心に取り上げる。もちろん
エレクトロニクス市場も言及せざるを得ないが，
主として他産業からの参入から見る。
第１に，民間企業のR&D戦略と言えども，す
でに言及したが，その行動がある方向性を持って
くる背景として政策当局の誘導があった。農林水
産業がバイオ研究に進出するのが最近の戦略的な
参入であるが，そこには医薬品産業や総合化学と
いった有力企業がすでに参入済みである。この点
を近年のバイオ研究の例から見ておこう。
2002年に発表された『バイオテクノロジー戦
略大綱――三つの戦略が切り開く「生きる」，「食
べる」，「暮らす」の向上――』という政府戦略は，
アメリカやイギリスの後を追いかける意図を持っ
たものだが，主要なターゲットの１つとして農林
水産業があった。それは農林水産業が地域におけ
る有力な雇用機会を提供するからでもあった?。
その農林水産業では食品市場を除くと有望な参入
市場が限られていた。したがって，参入をこの政
策によって誘導することで地域の雇用も確保でき，
さらにわが国の農産物や食料自給にも長期的に貢
献すると言う意図もあったはずである。政府は，
農林水産業の高度化，つまり，ハイテク技術武装
をはかり，従来のイメージから脱皮した新たな農
林水産業を生み出す狙いである。具体的な目標と
して，ワクチンや抗菌作用を持つ有用物質等を動
植物等から生産することなどがあげられた。これ
は言うまでもなく農林水産業の医薬品市場への参
入である。
その医薬品産業から食品市場への参入も顕著で
あった。事例として森下仁丹株式会社のケースを
堀内俊洋：日本における民間部門の研究開発戦略と市場参入の相互関係
見よう。同社は医薬品企業の中でも主流ではなく，
発祥時点から特殊な大衆医薬品である仁丹を生産，
販売していた企業である。「仁丹」は消費者にと
って馴染みのブランドであり，企業名もそのブラ
ンドと一体になっている。一般消費者向けに美
容・ダイエット，健康食品などを幅広く手掛けて
いる。同じく主流企業ではない共立薬品工業株式
会社は特殊な薬用品の一種である絆創膏や薬用入
浴剤などを手掛けているメーカーだが，特殊な原
料を用いた健康食品に参入している?。
大手の医薬品企業は他の市場に参入するよりも
むしろ本業にますます特化する傾向が高い。武田
薬品会社（タケダ）からそれを概観しておこう。
同社の資料は医薬品R&D以外にほとんど言及し
ていない。独自な研究テーマを追求し，その研究
が日本だけでなく世界で活用できる事を想定して
いる。成功例の１つとして，前立腺がん・子宮内
膜症治療剤の「リュープリン」は世界70ヶ国以
上において販売され高い評価を得ている。これは，
タケダの革新的なDDS（ドラッグ・デリバリ
ー・システム）技術の研究により可能となったも
のである。
タケダでは重点領域に絞った研究開発活動を推
進している。重点疾患領域ごとに研究から販売ま
での一貫したマトリックス組織による総合製品戦
略（MPDRAP戦 略，Production Develop-
ment  Research Alliance Patent）を取り，
スピーディーで効率的な新薬の上市や追加効能の
取得を進めている?。最適な資源配分と迅速な研
究開発を常に追及している。
医薬品産業のR&Dの特徴は基礎研究が重要
であることである。資金と時間を要する基礎研究
が不可欠なため中小の医薬品企業は先に挙げた森
下仁丹のように本業よりもむしろ周辺のニッチな
市場にブランドイメージを前面に出して参入する。
だが，大手のタケダはこのように正面から医薬品
開発に取り組んでいる。その際，基礎研究を強化
するために内外の主力大学や公的研究機関と活発
な研究提携を展開している?。
次は，欧米などにも進出している化粧品メーカ
ーの資生堂の多様な事例である?。化粧品産業は
産業分類ではその他化学産業に分類され，市場分
類はその他化学工業製品市場である。化学周辺産
業の積極的な多角化R&Dの典型である。同社の
基本ドメインは，消費者マーケティングに立脚し
たブランド戦略が機能する領域で，消費者のあら
ゆる肌の悩みに対応する事業をカバーする。同社
は化粧品で培った製剤化技術を活かし，「皮膚を
介した医療への貢献」をコンセプトに掲げ，医薬
品の研究開発を進めている。
開発された例はいずれも病院の薬局・売店など
で限定的に販売される製品で，医師の指示のもと
に使用される化粧品群である。通常，化粧品では
必要とされない臨床試験を医師の協力を得て行い，
安全性をより高い次元で確認した医薬品である。
これまで資生堂の医薬品事業は，主に化粧品で
培った素材や技術力を活用して成長を遂げてきた。
しかし近年，医薬品開発ならではの高度な技術力
を幅広く蓄積してきており，今後は医薬品の開発
技術が化粧品開発へ，さまざまな形でフィードバ
ックされることを視野に入れた戦略展開を行って
いる。まさに，本業へのシナジー効果も期待する
わけである。
さらに，化粧品分野，医薬品分野以外にも，資
生堂の事業は広がりをみせている。いずれの事業
も，化粧品開発の過程から生まれた技術を種とし
ている。いずれの原料も発表と同時に化粧品以外
の分野のユーザーから着目され，医療品，建材，
塗料，衣料品等さまざまな分野に活用されている。
いわばR&Dを通じた事業提携である。
味の素は日本の食品メーカーの代表ともいえる。
研究開発分野は大部分が食品市場で，それに次ぐ
のが医薬品市場である。2003年決算期間で，総
額281億円の研究開発支出の内，医薬品市場関連
が約半分の113億円に達した?。アミノ酸は味の
素の独自開発商品で，同社のルーツともいえるが，
その分野で71億円の研究開発費の支出をした。
この両分野を広義の医薬品市場と見れば，大半が
非食品事業に向けられているとも言える。
医薬事業分野では輸液・栄養・透析分野，消化
器病分野，生活習慣病分野に資源を重点投入し，
アミノ酸創薬による独創的新薬開発を目指した研
究開発を行っている。健康栄養分野へ積極的に事
業展開するため，アミノ酸の新しい作用を見つけ
るとともに植物素材の能力を見出す研究開発を推
進している。このように競争が激しく，世界の巨
大医薬品市場の産業組織を考慮した一種のニッチ
展開を主体にした成長市場への参入を続けている
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のである。これなどは，すでに例示した中堅・中
小の医薬品メーカーや合成繊維メーカーなどと基
本的に同一の参入戦略である。
6.4. 自動車市場への参入例
企業がR&Dを通じて多角化を進める場合，新
分野でのしかるべき企業と提携する場合が近年の
特徴である。提携先は，上であげた資生堂のよう
に基礎研究は自社で，そしてその応用研究あるい
は商品化のために提携をするという例も多い?。
そのような提携R&Dは，自動車部品の開発で
頻繁に行われてきた。一例としてトヨタ自動車と
新日本製鉄による樹脂製ピストンリングの開発が
ある?。自動車のレシプロエンジンのピストンリ
ングの材料は一般には炭素鋼やステンレス鋼製を
使用している。金属製のピストンリングに対して，
樹脂製の新素材を使用すると，柔軟で，親油性や
耐熱性を向上できる。普通の樹脂ではピストンリ
ングに必要な90～150℃程度で長時間使える耐熱
性を持たせることができないが，新日鉄が研究開
発してきた無機・有機ハイブリッド材料ならこの
問題を解消出来る可能性が高いと見られている。
この素材は，新日鉄が通産省工業技術院の産業科
学技術研究開発制度の一つである新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）の下で「シナ
ジーセラミックス研究開発」として開発したもの
である?。
鉄鋼業は，これまで見て来たように技術の潜在
力が高く，多くの市場に参入してきた。近年では，
生産管理のために自社で応用開発してきたコンピ
ュータ技術やネットワーク技術を他の市場にも応
用するまでになっている。課題の定量的評価から
対策の提案，実行までの一貫した取組みを行うソ
リューション技術展開である。これはソフトウエ
ア産業への進出である。
新日鉄ではこのようなソフトビジネスだけでな
く，結果的に失敗に終わったが半導体市場にも参
入していた。さらに，鉄を素材として利用するこ
とで従来からも建築市場にも参入している。一例
として木材に代わる建築の構造材料を鉄に置き換
えると言うアイデアがある。鉄に置き換えること
によって，品質のバラツキを木材よりもはるかに
小さく出来る。木材で同様なことをすると，たと
えば同じ産地の同じ樹齢の木材を取り揃えなけれ
ばならないと言われる。日本の古い寺院にはその
ような方式で建築された1000年以上も経つもの
がある。鉄ではそれが安価かつ大量生産可能にな
るというアイデアである。構造材として，木材よ
りもむしろ軽量で，寸法の精度を高めた鋼材も用
いたスチールハウス研究開発である?。これなど
は，自分野からの直接的な応用による参入の典型
である。
6.5. エレクトロニクス市場などへの参入例
エレクトロニクス市場への参入も見ておこう。
ニッチな産業からの参入例として，楽器，それも
元はピアノ専業メーカーだったヤマハのエレクト
ロニクス市場への参入が興味深い。医薬品市場と
同様に，エレクトロニクス市場には，以前からの
専業とも言える大企業が存在し，技術力は抜きん
出ている。人材でもヤマハなどの新規参入社に比
べると層の厚みに格段の差がある。したがって，
エレクトロニクス市場に参入する場合でも，その
中でニッチ市場に注力する傾向がある。
ヤマハの2004年３月決算で見ると，１年間の
設備投資額は211億円に対し，研究開発支出はそ
れを上回る225億円であった?。売上高研究開発
費比率は4.2％で，過去５年間でみても4.1％か
ら4.5％のレンジで推移してきた。セグメント別
に2004年決算の研究開発費構成を見ると，楽器
向けに120億円，AV・IT向けに49億円，リビ
ング用品向けに13億円，電子機器・金属向けに
34億円であった。同様なセグメント構成を設備
投資で見ると，順に101億円，18億円，17億円，
44億円，となる。AV・ITと電子機器・金属の
いずれも，R&D支出構成比が設備投資構成比を
上回っている。このように積極的にエレクトロニ
クス市場に参入しているが，大手の電子メーカー
に比べると，はるかにニッチで応用に近い分野で
ある。研究テーマも多様である。エレクトロニク
ス専業ともいえる日立などと比較すると，R&D
テーマは小型で，それによって企業の形態そのも
のを変質させるようなR&Dではない。
三菱マテリアルは鉱業の専業メーカーであった
が，多彩なエレクトロニクス分野に進出している。
専業のエレクトロニクスメーカーに比べると，ニ
ッチ領域が主体で，ヤマハなどと同様に研究開発
規模も限られている。
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出版印刷業はエレクトロニクス産業への進出例
の中で，独自な存在である。半導体回路の設計分
野では大手電子メーカーに遜色の無い強い基盤を
築いた。大日本印刷などはその象徴である。現在
ではディスプレイ市場にも参入している。技術開
発競争のスピードが速くなる中で，製品のライフ
サイクルが短命化している。大日本印刷は，単一
製品への集中を避け，どのような製品が主力とな
っても対応できる「フルラインナップ体制」をと
り，小型から大型まで各サイズのあらゆるタイプ
のディスプレイに対応している?。世界マーケッ
トを視野に入れ，各国の顧客との幅広い取引を行
うことでリスクの分散化を図り，安定した受注を
維持して収益維持を狙っている。しかし，ヤマハ
に比べると，まだ装置産業の色が濃く，設備投資
総額737億円に対して，前期の240億円から20
億円増大したものの2004年の研究開発費は260
億円であった。
6.6. 伝統的産業からの参入例
伝統的な諸産業からも多様な参入が実施されて
いる。まずエレクトロニクス市場への参入はほと
んどの場合，上述したケースである。自動車ガラ
スや建築ガラスのトップメーカーの旭硝子は，言
うまでもなく窯業に分類される伝統的な企業だが，
エレクトロニクス市場にも積極的に参入している。
ガラス・フッ素化学の技術および関連技術をベー
スにする基本方針を追求してきた。旭硝子はエレ
クトロニクス＆エネルギー（E&E）分野をコア
技術応用市場とみなし，この分野での新規事業育
成に注力している。液晶関連のR&Dもその一例
である。最近では，マイクロレンズや電気二重層
キャパシタの開発例がある?。
HOYAは1941年，高度な技術を必要とした光
学ガラスの専門メーカーとして創立された?。現
在は，眼鏡レンズのトップメーカーでありまた特
殊ガラスのトップメーカーでもある。そのコア技
術は，さまざまな元素の組み合わせによって市場
の要求に合った光学特性を有したガラスを作成す
る組成技術と，調合された原料を均質にムラなく
溶かすための溶解技術からなる。さらに超精密プ
レス成形技術によって研磨が不要のモールド・オ
プティクスを開発，非球面レンズの量産化が可能
となった。その際も，研磨技術は光学ガラスや球
面研磨に応用された。サブミクロンの水準での表
面精度の超精密研磨技術が半導体の高集積化を可
能にした。ガラス磁気メモリーディスクの開発も，
この技術なくしてはありえないものであった。
眼鏡レンズの素材が時代とともに，ガラスから
プラスチックへと変化した。HOYAは高屈折・
低分散の高分子材料を生み出した。各分野の研究
開発部門では，実用化を重点においた研究開発を
進めつつ，同時に，事業開発部門では将来の成長
を支える新規事業の探索を行っている。さらに歯
科治療器や精密加工装置などのレーザー応用機器
のホトニクス分野，医療・用具機器などヘルスケ
ア分野にも進出している。HOYAの多角化は，
このようにコア技術の限りなき応用領域の探求と
言え，それは現在のオプトエレクトロニクスの時
代において更なる先端市場への参入になっている。
ゴム産業も伝統産業の一種である。トップメー
カーであるブリジストンの多角化事業も旭硝子と
ほぼ同じ戦略である。ブリヂストングループの多
角化事業は，自動車部品，工業用品，化成品，建
築用品，電子機器用の部品・材料，スポーツ用品，
自転車など多岐にわたっており，グループ全体の
総売上高の約４分の１を占めるまでに成長した?。
その中でも自動車部品は多角化事業の中心である
が，いずれもタイヤ以外はニッチ市場で，中小規
模のR&Dで多くの分野に多角化させる戦略であ
る。電子機器の分野として事務機器用の精密部品
などが成功した例で，さらに太陽電池やプラズマ
ディスプレイに使われる高機能化フィルム市場に
も参入している。いずれもニッチ市場参入である
ことには変わりがない。
ガラス産業もゴム産業もいずれも伝統的産業の
典型であるが，繊維産業はその意味でさらに伝統
的産業であり，成長は余り期待出来ない産業であ
る。そのような繊維産業でも，医薬品市場への参
入が目立つ。ほとんどの大手の合成繊維メーカー
は1970年から80年代の調整時期に医薬品市場に
参入した?。東レや帝人は成功例と言えるだろう
が，同産業での後発企業であったカネボウも参入
したが，化粧品市場が主であった。カネボウは，
合成繊維産業の調整が経営課題になったときから
すでに先発企業に比べて劣位な競争関係にあった
が，新規参入の場合も同様な状態が続いた。既存
分野の技術の応用研究をベースにした新規参入の
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場合でも，そのマネジメントいかんで結果は大き
く左右される。カネボウはその後の2004年にな
って，最終的に破綻した。
繊維産業からのR&Dによる他分野への新規参
入の成功例としては日清紡をあげる事が出来る?。
情報・エレクトロニクス，エネルギー・エコロジ
ー，ライフサイエンスの３分野を中心とした研究
開発に集中している。保有する材料技術をベース
に，こうした成長分野で新たなイノベーションを
もたらす独創的かつ競争力のある製品開発を目指
している。また，関連会社や社外の研究機関との
連携を強化し，革新技術の開発に向けた共同研究
を積極的に推進している。
王子製紙は紙パルプのトップメーカーである。
同社の研究開発活動は，総合研究所，森林資源研
究所，研究開発推進部，知的財産部から構成され
ている?。グループ全体の研究開発費用総額は
128億円で，けっしてR&D優位の企業ではない。
研究領域は，紙パルプおよび紙加工製品事業が主
体である。現代では，各種プリンターの普及・高
機能化に対応し，感熱紙，インクジェット用紙等
の各種情報用紙の開発などを通じて電子市場に近
い領域でR&Dを行っている。加えて，原料の確
保という目的から，研究領域は林業分野に及び，
特殊な樹木の遺伝子解析など，バイオ領域にも進
出している。
6.7. 好対照の日本のトップ企業のR&D戦略
日本経済全体で近年その存在感をますます高め
ているトヨタ自動車の研究開発を概観しておこう。
同社の最近の会社年報から経営者の方針を引用し
よう。自動車市場の長期成長性を宣言し，世界の
自動車産業の成長を牽引できる存在になる方針を
打ち出している。「需要のあるところで生産し，
現地社会とともに成長する」というこれまでの基
本方針に基づき，事業の「現地化」をさらに促進
していく方針を述べている?。トヨタのR&Dは
まさにこの自動車生産の現地化と先端的な自動車
技術の開発にほぼ特化している。
それはこれまで見てきたセミミクロ的な本稿の
データに端的に顕れていたものであった。世界的
規模で競争が激化する中，膨大な研究開発投資を
そのために配分している。世界トップの自動車企
業であっても，研究資金も人材も，投入できる経
営資源には限りがあることを常に意識した，効率
的なR&Dを目指している。2004年決算の１年
間における研究開発費総額は前年比2.1％増加の
6,822億円であった。これはエレクトロニクスメ
ーカーや通信のトップ企業に比べると決して大き
いものではない。トヨタ自動車のR&Dはまさに
限られた資金を自動車の開発に全面的に投入して
いると言えるのである。この意味で，自分野にほ
ぼ特化した戦略を採用しているのである?。
エレクトロニクス企業が周辺領域に侵食する形
でのR&Dの積極的な多角化と好対照である。そ
れは両市場の産業組織に違いによってもたらされ
ている可能性が高く，さらに技術の体系の相違や
産業の歴史の相違も大きな影響を与えていると思
われる。エレクトロニクス市場はまだ比較的に新
しい産業分野である。
松下電器は近年，従来の経営戦略を大きく転換
させ，「技術戦略が事業戦略の成否を左右する」
との認識に立つようになった?。それはまさにエ
レクトロニクス産業の歴史や技術体系の特殊性に
よってもたらされたと言える。事業ドメイン単位
で技術事業計画を策定し，「R&Dプラットフォ
ーム戦略」「開発マネジメントの革新」「知財戦略
の強化」の３点を核に研究開発投資の効率化を進
める方針を明確に示した。R&Dプラットフォー
ム戦略は，デジタル家電機器の開発ではソフトウ
エアやシステムLSIの開発が中心を占めるよう
になったことへの対応である。それぞれの事業ド
メイン会社が保有する技術資産を相互活用するこ
とで，特にソフトウエア開発プロセスの効率化を
目的とする。
まさに日本の家庭電器機器の往年のトップメー
カーと言えども，電子市場における技術の飛躍的
な進歩のために，産業組織論で言うところの独占
的な競争力を維持できなくなってきたのである。
これが自動車市場と決定的な相違である。いわば，
エンドレスとも言える電子市場でのR&Dを継続
していかない限り，競争ポジションを維持し続け
る事は容易ではなくなりつつあると言える。した
がって，エレクトロニクス産業では，近年，内外
の企業間で大規模な提携や事業分野の再構築が活
発になっているとも言えるのである。
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7. 多角化戦略と参入競争のモデル的再考察
HIの定義から，仮にR&Dの産業と市場の相
互連関行列が正方行列であり，さらに対角成分が
非対角成分よりも必ず大きく，加えてすべての成
分がプラスであれば，対角成分の増加そのものは
産業集中度と市場集中度をともに必ず上昇させる。
一方，同じ条件で，非対角項成分のみが増加した
場合，産業集中度と市場集中度が上昇するか低下
するかはケースバイケースとなる?。現実的には，
すべての成分が変動し，さらに産業と市場の数が
30前後もあるために，産業集中度や市場集中度
が上昇する場合もあれば，低下する場合も共にあ
りうる。実際，すべての産業（代表的企業）は相
互依存関係があるものの，それを前提に個別最適
な選択をしているわけであった。
このような複雑な多くの産業・市場からなる現
実を１つの典型的なモデルで近似し，本稿で分析
した現実のR&D戦略・参入の動向をいま少し理
論的に考察する事にしよう。その狙いは，産業集
中度はほぼ不変に保たれるが，市場集中度は大き
く低下するケースを例示的に示すことである。
３つの産業と３つの市場からなる経済を想定す
る。３つの市場は，伝統的な技術志向産業，成熟
産業，技術志向の新規産業を代表していると考え
る。第１の現実対応産業は総合化学産業，第２の
現実対応産業は鉄鋼化学産業，第３の現実対応産
業は電子産業，という構図である。この経済の
1970年と2000年のR&D支出額の様子はそれぞ
れ以下のように示されると想定する。これまでと
同様に，行が産業分類を，列が市場分類を示す。
?
?
?
??
15 4 6
2 15 3
5 5 45
?
?
?
??
?
?
?
??
20 6 19
5 20 10
8 8 97
?
?
?
??
上段が1970年で下段が2000年のR&D支出を
示し，行の順に技術志向伝統産業，成熟産業，技
術志向新規産業，である。一方，市場は左から順
に技術志向伝統市場，成熟市場，技術志向新規市
場である。それぞれの産業の1970年のR&D支
出合計は順に，技術志向伝統産業の25，成熟産
業の20，技術志向新規産業の55である。市場別
のR＆D合計は，22，24，54である。経済全体
では100である。それが2000年には産業別で，
45，35,113で，合計は193である。市場別では
33，34，119である。３つの産業および市場もと
もにR&Dを増額させたが，2000年で技術志向
新規産業および市場は経済全体の過半数以上を占
める。
産業集中度については次のような経済的意味を
持っている。技術志向伝統産業と成熟産業では，
多様化戦略を進めたためにHIは減少（4432か
ら3936，5950から4286），技術志向新規産業で
はさらに成長産業に集中したために上昇（6860
から7469）した。市場集中度は，それぞれ参入
が相次ぐと言う前提から３つの市場とも若干の低
下（5248から4490，4618から4325，7099から
6217）を示した。成長市場への伝統的技術志向産
業からの参入などがあったと想定しているのであ
る。一方で，技術志向型成長産業からの他市場へ
の積極的な参入があったために，伝統的産業で集
中度が低下した。このようなR&D支出の経済全
体の構造とその変化は，すでにこれまでに分析し
てきた現実の日本の30年間の実態と変化を模式
的に示したものである。
このような諸前提の下で，加重平均された産業
HIの変化を算出すると，6071から6068へと微
減の一方で，市場集中度は6096から5588へと大
きく低下するのである。まさに，本稿で明らかに
した日本のR&D構造の変化と軌を一にすること
になるのである。もちろん，加重平均されたHI
の定義から，それぞれの要素成分の変動によって
まさにあらゆる可能性を想定できるので，ここで
示したケースのみが，産業で見た加重平均HIの
安定性と市場で見た加重平均HIの低下を例示で
きるものではない。しかし，ここで想定した３つ
の産業および市場と，それぞれにおけるR&D戦
略と参入の数値例は，経済的にみて現実を近似で
きる典型的な例であると考えられる。その現実を
踏まえた仮説例でこのように現実のHI変動を追
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跡出来ることとなったのである。
このような数値例から，第４章で提示した２つ
の加重平均HIの対照的な推移は，伝統的技術志
向産業，成熟重工業型産業，成長型技術志向産業，
のそれぞれの戦略を反映していると結論できるだ
ろう。
R&D支出の日本経済全体としての構造的な変
化は，企業の戦略的な多角化参入によってもたら
されたのである。産業と市場との関係は前章で概
論的に触れておいたように，一方が他方を決定す
ると言う一方向的な関係ではなく，同時的にしか
も戦略的に決定されている。それも，本稿のデー
タが大企業のR&Dをベースにしていることから，
戦略的参入企業はお互いに他産業の企業とはいえ，
十分にその技術力や経営資源内容をほぼ正しく推
測できる関係にあると見てよい。言い換えると，
産業から見た戦略的多角化と市場から見た戦略的
参入との間には，このような企業を通じた何らか
の傾向的あるいは経済的な相互依存関係がありう
ると想定できるのである。
8. 結 語
現代における国際的な大手企業間の競争はR&
Dを通じて展開されているといって過言ではない。
日本の製造業企業はその典型例であり，中でも機
械・電気産業の企業のR&Dは活発で，弾力的で
ある。一方で，鉄鋼業や化学産業の大手企業も経
営資源は豊富で，研究能力において遜色があるわ
けではなく，成長市場への参入が喫緊の経営課題
である。1970年以降の30年間における本稿の実
態分析によると，これらの典型的な産業の主力企
業に象徴されるように日本の大手企業はR&Dを
急増させながら同時に戦略的多角化と市場参入の
ダイナミックな動きを見せてきたことが観察出来
た。本稿は日本の企業について得られる国際的に
みて貴重な統計である「産業別・市場別」R&D
のマトリクスデータを用いることによって，この
ような日本全体のR&Dを通じた産業と市場の交
差を取り上げたのである。
分析の基本的なスタンスは，産業（企業）の戦
略としての多角化は，市場から見ると参入競争で
あるという見方である。それを具体的な統計とし
て表現すると，本稿のマトリクスデータとなる。
そして多数の産業と市場にまたがるこの戦略と参
入の実態を，ハーフィンダール指数によって集計
することで，集約的な日本のR&D構造とその変
動を示したのである。
そのR&D構造は産業（代表的企業）の多角化
としてみるか，あるいは市場参入として市場側か
らみるかによって，日本全体の産業組織インパク
トは異なって見えてきたのである。産業から集計
すると，日本の産業（企業）の多角化は，この
30年間，時期や産業によって内部構成はきわめ
て大きく変動してきたが，集計レベルでは，多角
化のレベルは安定的に推移したのである。一方，
市場参入として集計すると，同様にこの30年間，
時期や産業によって参入実態はきわめて大きく変
動し，産業の安定的多角化実態とは異なり，集中
度は大きく低下し，市場競争は活発になってきた
のである。
理論的なレベルでは，産業と市場が多数になる
と，集計レベルへのインパクトはさまざまな可能
性を考える事が出来る。しかし，本稿は，オリジ
ナルな統計をさまざまな角度から考察した結果を
踏まえて，その主要な特徴を捉えた仮設的な数値
例を用いることで，簡潔にこの２つの違いを解明
する事が出来た。その際，それぞれ異なるR&D
過程をたどって来た産業を，R&D戦略・参入と
言う観点から３つのタイプに分けた。
第１のタイプは化学産業を想定した伝統的技術
志向産業，第２のタイプは鉄鋼業を想定した成熟
重工業型産業，第３のタイプは電子産業を想定し
た成長型技術志向産業である。技術志向伝統産業
と成熟産業では，多様化戦略を進めたためにHI
は減少，技術志向新規産業ではさらに成長産業に
集中したために上昇する。一方，市場別には，成
長市場への伝統的技術志向産業からの参入，技術
志向型成長産業からの他市場への積極的な参入を
想定し，３つの市場とも若干の低下をすると想定
した。
R&D支出の日本経済全体としての構造的な変
化は，企業の戦略的な多角化参入によってもたら
されるが，産業構造が市場構造を決定すると言う
一方向的な関係ではなく，同時的にしかも戦略的
に決定されている。産業から見た戦略的多角化と
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市場から見た戦略的参入との相互連関は，日本経
済の寡占企業の行動そのものがもたらしたものと
言えるのである。そしてそのような行動の例とし
ていくつかの事例もあわせて検討した。
以上の本稿の分析は今後に向けたいくつかの研
究発展の可能性を残している。いくつか主要なも
のを列挙すると，第１に，産業から見た多角化指
数と市場から見た集中度指数とのクロス関係を時
系列的に追跡する問題が残っている。第２に，ハ
ーフィンダール指数は多角化あるいは集中度を集
計的に示す指標としては簡便だが，どの市場に多
角化しているかおよびどの産業から参入があるか
という，明示的あるいは事例的な実態分析は本稿
では限定的にしか扱っていない。第３に，いくつ
か時系列レベルの集中度および多角化指数変化の
行動パターンが見られ，またいくつかの仮説も示
したが，企業行動としての行動分析はいまだ十分
にはなされていない。第４に，産業および市場別
R&Dの実例についても本稿での提示はまだ限ら
れている。第５に，通常，大企業はR&D支出を
売上高の一定比率に維持する傾向があるが，この
ような企業トータルな方針がR&Dマトリクスに
どのような影響を与えるのか。第６に，R&D多
角化指数および市場集中度R&Dの調整過程の考
察も今後の課題である。第７に，そもそもマトリ
クスの変化も時系列データを追加するなどさらに
仔細に分析する意義があるだろう。
以上のような諸問題が本データに即しながら解
明する必要があるが，そのような分析の結果を待
たずとも，本稿で提示した産業・市場の相互連関
的同時決定のR&D支出分析は，データの制約が
あったためもあり，これまでほとんど例を見ない
ものであった。そのような研究背景を踏まえて，
本稿の事実解明は，実際の手順を追う形で詳細に
追跡することにしたものである。
［注］
⑴ この調査の発祥は古く，1953年の『研究機関基本
調査』が前進で，1960年から現在の姿に変わった。
報告書の表題が示すように，調査の対象は，民間企業
に限定されず，政府の専門研究機関や大学などの非営
利部門も含むが，本稿では，その目的に合わせて，民
間企業に対象を限定している。この統計は日本のR&
Dの全容を示すので，分析でも重要視されるデータで
ある。しかし，本稿の目的に沿ってこのデータを分析
した例は現時点で確認する限り見当たらない。なお，
本稿のベースになるものは，長期海外出張中に作成さ
れたもので，筆者の帰国後，日本語文献などをさらに
充実する予定であったが，突然の不幸な私事のために
それも叶わなくなった。そのため，編集者には多大の
ご迷惑をおかけした。ここにおわびするものである。
今は父として，弱冠21歳で病死した亡き娘，彩子の
冥福を祈りたい。
⑵ 本稿では詳細な文献展望を行うつもりはないが，概
論的に言えばマクロレベルの研究や研究開発政策は議
論され，一方で個別企業の経営戦略との関連でR&D
のミクロやクロスセクション研究も目白押しである。
その系列につながる例として産業別や市場別の研究も
多く，たとえば最近ではバイオやオプトエレクトロニ
クス市場の研究行動は膨大に報告されている。しかし，
そのような市場分析と産業分析との接続はほとんどな
く，あったとしても，たとえばバイオ市場にどのよう
な産業から参入しているかと言った個別例が大半であ
る。これはこれで重要であることは言うまでもない。
⑶ 上述の総務省の『科学技術研究調査報告』のベース
である。以下，特に明示しない限りデータソースは同
じである。
⑷ 同報告書はこの点に関するデータも含んでいる。後
日の研究テーマである。第８章でこの問題に戻る。
⑸ ベンチャー企業のR&Dはまだ特定分野に限定され，
産業分析あるいは市場分析のいずれかで捉えられる。
⑹ 項目によって違いがあり，最大で調査企業総数は
1998年調査では12512，母集団の企業総数は36.1万
以上であった。以下，すでに述べたが，個別に言及し
ない限りデータソースは同じである。
⑺ 1970年の製品別HI指標を集計した指数は6114で
71年のそれが5933，産業別のHI指数を集計した指
数が70年で5208，71年のそれが5933であった。後
に2000年までの長期傾向を示すが，そこで明らかに
なった事実関係は，調査の開始時期の変化による影響
をほとんど受けない。
⑻ さらに本稿では調査対象時期に含めていないが，
2002年からはサービス産業が詳細に分割され，卸売
産業，金融・保険産業，専門サービス産業，学術研究
機関の４つが別掲されている。本稿では時系列でデー
タ制限が大きいために考察対象にしていない。
⑼ ただし，産業組織と言う点で，自動車産業は寡占産
業の典型で，参入が少ない。これは後に考察するよう
に，R&D行動に大きな影響を与えている。
? それぞれの仮説の経済理論的な考察は今後のテーマ
であり，本稿はあくまでも事実確認の切り口として提
示している。
? 産業別HIが 10000になった農林水産業も，調査対
象の大企業の分野に限ると産業集中度は自動車などと
同様に高い。
? この意味で市場は決して完全ではないのである。
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? 2000年については，前章で説明したように，産業
分類は詳細になり，ソフトウエア産業が追加されてい
る。ソフトウエア産業の主な参入先は電子製品である。
さらにプラスチックス産業が途中から追加され，プラ
スチックス産業はその他製品が主な参入市場であった。
? いわゆる企業戦略でいわれるドメインの議論に相当
する。ドメインの決定要因としては経営資源が主であ
る。その結果としての競争優位性やシナジー効果など
がある。一般に企業の多角化は，このシナジー効果を
狙ったものが多い。いわゆる多部門の経済性である。
技術，製品用途，流通，などの共有や関連性も重要と
なるが，これらはいずれも広義の経営資源であり，産
業集中度の高さにほぼ比例すると考えられる。
? ただし，HIが高いから自分野に集中しているとは
断定出来ないが，自動車の場合，高いHIは自動車の
ためのR&D割合がきわめて高いからである。
? 電気ガス市場へのR&D参入が2000年ごろまでは
限られていたひとつの理由は，産業集中度が結果的に
高いからであるが，より本質的には規制の存在であっ
た。規制についてはその後，電気ガスそれぞれに関し
て相互参入が自由化され，電力市場に多くの産業から
の参入が相次いでいる。一方，ガス会社は燃料電池開
発によって電力の供給を将来のビジネスにみなしてい
る。
? これは産業組織論の基本的な仮説である。集中度に
よって産業の行動および成果も代表して示せ，さらに
集中度が行動と成果を左右すると言う仮説である。
? これはただ単にR&D支出に止まらないかも知れな
い。R&Dが自動車に集中し，自動車企業の企業行動
がまた，その取引関係を通じて，たとえば鉄鋼業，ゴ
ム産業，窯業，繊維産業，機械産業，などに波及する
事は十分に考えられる。
? もちろんこのような伝統型産業の主要企業による成
長分野への積極的R&Dが常に成功したわけではない。
多くの失敗例が発生したのは言うまでもない。とりわ
け象徴的な事例は，鉄鋼業メーカーによる半導体に代
表される電子市場への過大なR&Dであった。鉄鋼業
メーカーの半導体事業はことごとく失敗した。鉄鋼メ
ーカーはこのような失敗を経験にその後のR&D活動
を本業周辺に絞るようになったが，その持てる経営資
源は日本のトップ大学のそれをはるかに上回ると見ら
れるくらいである。
? その意義については産業組織論の一般的テキストや
堀内（Horiuchi, 2000）などを参照。
? そのような積極的なR&Dを実施していたにも関わ
らず，ほとんどの日本の代表的な電子企業あるいは半
導体企業の1990年代以降の経営成果は低迷した。本
稿はR&D支出の詳細な戦略・参入の分析ではあるが，
その成果にまでは立ち入っていない。R&Dマトリク
スの時系列の詳細な変遷とこの経営低迷の影響との関
連性は今後のテーマである。この点は第８章でいま一
度考察する。
? ベンチャーなど新規企業のR&Dは新規参入ではあ
るが，多角化以前であり，日本全体のR&D戦略・参
入を捉えたHIには限定的な影響を与えるに過ぎない。
? もちろん政府の省庁間の競争も影響し，それは民間
の主要産業間の競争のいわば代理競争とも言えるもの
である。BT（バイオテクノロジー）戦略会議が取り
まとめた報告書は2001年12月６日に発表された。
? 以上，両社のホームページと医薬品企業関連サイト
から引用。
? マトリクス組織は，細分化された医薬品市場内での
配分決定に必要な戦略的ものである。
? ハーバード大学との糖尿病と肥満薬の創薬シーズ探
索の共同研究，セレラ・ジェノミクスとのゲノム・デ
ータベースの利用に関する提携，ジーン・ロジックか
らの遺伝子発現データベースの導入，などがある。
? 資生堂のホームページから引用。
? 味の素のホームページから引用。
? 提携メンバーの組み合わせは，必ず氏も研究開発と
いう目的にとって最適な組み合わせとはならない場合
がある。戦略的な意図が作用するわけである。
? 『日経メカニカル』2000年12月号（no.555）より
引用。
? 1994年～98年（平成６年～10年）の５年計画で実
施された。
? 福田（Fukuda, 1988）より。
? 以下，ヤマハのホームページから引用。
? 大日本印刷のホームページから引用。
? 旭硝子のホームページから引用。
? HOYAのホームページから引用。
? ブリジストンのホームページから引用。
? 堀内（Horiuchi, 2000）を参照。
? 日清紡のホームページから引用。
? 王子製紙のホームページから引用。
? トヨタのホームページから引用。
? ただし，トヨタは系列大手の部品企業を通じて，自
動車市場だけでなく電子市場でも活発なR&Dを実施
していると見ることも出来る。
? 松下のホームページから引用。
? HIの定義式において個々の行列成分が独立に変動
すると仮定し，その変動の影響を偏微係数から算出す
るとここに示した結果が得られる。
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